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１ 組 織

・１－１－１ 小山町防災会議条例

制定 昭和３７年１０月 １日 条例第１７号

改正 昭和３８年 ６月２４日 条例第１３号

平成 ７年 ３月２０日 条例第 ９号

平成１２年 ３月２３日 条例第 ２号

平成１３年 ９月２１日 条例第１６号

平成２５年 ９月２６日 条例第２６号

(目 的）

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第５項の規定に基づき、小山町防災

会議（以下「防災会議」という。）所掌事務及び組織を定めることを目的とする。

（所掌事務）

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

(1) 小山町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。

(2) 町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。

(3) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務

（会長及び委員）

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、町長をもって充てる。

３ 会長は、会務を総理する。

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。

５ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が委嘱する者
(2) 静岡県の知事の部内の職員のうちから町長が委嘱する者
(3) 静岡県警察の警察官のうちから町長が委嘱する者
(4) 町長がその部内の職員のうちから指名する者
(5) 教育長
(6) 消防長及び消防団長
(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が委嘱する者
(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから町長が委嘱する者

(9) その他町長が特に必要と認めた者

６ 前項第１号から第４号まで及び第７号から第９号までの委員の定数は、それぞれ若干名とする。

７ 委員の任期は、当該職務にある期間とする。

（専門委員）

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、静岡県の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公

共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長任命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは解任されるものとする。

（議事等）

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し、必要な事項は、会長が防災会

議にはかって定める。

附 則

この条例は、昭和37年10月1日から施行する。

附 則(昭和38年6月24日条例第13号)

この条例は、公布の日から施行する。

附 則(平成7年3月20日条例第9号)

この条例は、公布の日から施行する。

附 則(平成12年3月23日条例第2号)

この条例は、平成12年4月1日から施行する。

附 則(平成13年9月21日条例第16号)

この条例は、平成13年9月21日から施行する。

附 則(平成13年9月21日条例第16号)

この条例は、平成13年9月21日から施行する。

附 則(平成２５年9月2６日条例第２6号)

この条例は、平成２５年9月2６日から施行する。
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１－１－２ 小山町防災会議運営要綱
平成 ７年 ３月２０日

告示第１５号

（趣 旨）

第１条 この要綱は、小山町防災会議条例（昭和３７年条例第１７号）第５条の規定基づき、小山町防災会議（以

下「会議」という。）の議事及び運営に関し、必要事項を定めるものとする。

（会議の召集）

第２条 会議は、必要の都度会長が召集し、会議の議長となる。

２ 会議は委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。

（委員の代理出席）

第３条 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、その代理者を出席させることができる。

（会議の議決）

第４条 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、不可同数のときは、議長の決するところによる。

（専決処分）

第５条 会長は会議を召集する暇がなく、その他、やむを得ない事情があると認めるときは、会議の権限に属する

事項のうち、軽易なものについて、専決処分することができる。

２ 会長は、前項の規定により、専決処分をしたときは、次の会議にこれを報告し承認をもとめなければならない。

（委員以外の者の出席）

第６条 会長は、必要があると認めるときは、議事に関係のある職員を会議に出席させ意見を述べさせることがで

きる。

（議事録）

第７条 会議については、議事録を調整しなければならない。

（庶 務）

第８条 会議の庶務は、町長の定める課において処理する

附 則

この告示は、公示の日から施行する。
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１－２－１ 小山町災害対策本部条例

制定 昭和３７年１０月 １日 条例第１８号

改正 平成２５年 ９月２６日 条例第２７号

（目的）

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項の規定に基づき、小山町

災害対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（組織）

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、災害対策本部員その他の職員を指揮監督する。

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その職務を代理する。

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。

４ 部長は、部の事務を掌理する。

（現地災害対策本部）

第４条 現地災害対策本部に、現地災害対策本部長、現地災害対策本部員その他の職員を置き、災害対策副本部長、災

害対策本部員その他の職員のうちから、災害対策本部長が指名する者を持って充てる。

２ 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。

（委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要事項は、災害対策本部長が定める。

附 則

この条例は、昭和37年10月1日から施行する。

附 則(平成8年3月19日条例第12号)

この条例は、公布の日から施行する。

附 則(平成25年9月26日条例第27号)

この条例は、公布の日から施行する。
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１－２－２ 小山町災害対策（水防警戒・地震災害警戒・火山災害警戒）本部編成表

本部長 防災対策主要関係機関

町 長

統括部

部長 危機管理局長（兼）

統括班（危機管理局）

班長 参事
統括班（危機管理局）

副本部長

副町長

教育長 状況整理班（総務課総務

法規・監査班）

班長 班長

状況整理班（総務課総務

法規・監査班）

危機管理局長

総務部

部長 総務課長

総務班（総務課財政・工

事検査班）

班長 課長補佐

総務班（総務課財政・工

事検査班）

副部長 議会事務局長

会計班（会計収納課）

班長 課長
会計班（会計収納課）

議会班（議会事務局）

班長 局長（兼）
議会班（議会事務局）

情報連絡部

部長 企画総務部長

情報連絡班（企画政策

課）班長 課長

情報連絡班

（企画政策課）

副部長 理事

広報班（地域振興課）

班長 課長

広報班

（地域振興課）

無線統制班(人口政策推

進課) 班長 課長

無線統制班

(人口政策推進課)

復旧対策部

部長 都市基盤部長

土木班（建設課）

班長 課長
土木班（建設課）

副部長 経済産業ｽﾎﾟｰﾂ部

長

部長補佐 技監 農林班（農林課）

班長 課長
農林班（農林課）

商工観光班（観光スポー

ツ交流課） 班長 課長

商工観光班（観光スポー

ツ交流課）

住宅対策班（都市整備

課） 班長 課長
住宅対策班（都市整備課）

企業班（フロンティア推

進課）班長 課長

企業班（フロンティア推

進課）
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罹災調査（税務課）

班長 課長
罹災調査班（税務課）

物資班（商工振興課）

班長 課長
物資班（商工振興課）

住民対策部

部長 住民福祉部長

避難所支援班（住民課）

班長 課長

避難所支援班（住民課、

健康増進課、税務課、

会計収納課）

応急救助班（福祉長寿課

福祉班）班長 課長補佐

応急救助班（福祉長寿課

福祉班）

要援護者班（福祉長寿

課） 班長 課長
要援護者班（福祉長寿課）

救護衛生班（健康増進

課） 班長 課長
救護衛生班（健康増進課）

くらし環境班（くらし環

境課） 班長 課長

くらし環境班

（くらし環境課）

水道部

部長 上下水道課長

施設班（上下水道課）

班長 課長補佐
施設班（上下水道課）

給水班（都市整備課都市

計画班）班長 課長補佐

給水班（都市整備課都市

計画班）

教育部

部長 教育次長

施設管理班（学校教育

課・こども未来課）

班長 課長

施設管理班

（学校教育課・こども未

来課）

給食班（生涯学習課）

班長 課長補佐
給食班（生涯学習課）

足柄支部

支部長 支所長
足柄支部（足柄支所）

須走支部

支部長 支所長
須走支部（須走支所）

北郷支部

支部長 支所長
北郷支部（北郷支所）

生涯学習支部

支部長 生涯学習課長

生涯学習支部

（生涯学習課）

常備消防（小山消防署） 小山消防署・須走分署

非常備消防（消防団長） 第１～第７分団
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１－２－３ 小山町災害対策本部事務分掌

○ 統括部

(1) 統括班（危機管理局）

ア 災害対策本部の設置及び廃止に関すること

イ 避難情報の発令に関すること

ウ 本部員会議に関すること

エ 各部との連絡調整に関すること

オ 災害応急復旧対策実施の総括に関すること

カ 他の防災機関との調整に関すること

キ 備蓄復旧用資材及び器材の管理に関すること

ク 自衛隊、警察、消防の災害派遣要請及び受け入れに関すること

ケ 静岡県災害情報共有システムの運用に関すること

コ ヘリポートの確保に関すること

サ 災害救助法の適用申請に関すること

(2) 状況整理班（総務課総務法規・監査班）

ア 災害情報等の整理・記録に関すること

イ 災害対策本部の活動、対策状況の記録に関すること

ウ 防災関連システムの入力に関すること

○ 総務部

(1) 総務班（総務課財政管財・工事検査班）

ア 職員の動員及び調整に関すること

イ 災害応急復旧対策の予算措置に関すること

ウ 町有財産、管理施設、公用車の管理に関すること

エ 災害対策本部の給食及び健康管理に関すること

オ 災害対策本部の事務用品の調達に関すること

カ 県、協定自治体への職員派遣要請及び派遣職員に関すること

キ 支部との連絡調整に関すること

ク 部内の連絡調整に関すること

(2) 会計班（会計収納課）

ア 災害対策本部の会計事務に関すること

イ 義援金、復興費などに関すること

ウ 発災初期段階における避難所支援班への業務支援に関すること

(3) 議会班（議会事務局）

小山町議会に関すること

○ 情報連絡部

(1) 情報連絡班（企画政策課）

ア 警報等の収集及び受信記録に関すること

イ 災害情報、住民の避難状況、交通情報、道路・河川情報の収集、被害状況の取りまとめ及び記録

に関すること

ウ ＦＡＸ（NTT回線）の受信、記録及び保存に関すること

エ 防災行政無線からの情報の保存に関すること

オ 本部長及び副本部長の命令伝達及び秘書に関すること

カ 情報システム等の復旧に関すること

キ 部内の連絡調整に関すること
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(2) 広報班（地域振興課）

ア 町民への広報活動に関すること

イ 無線放送に関すること

ウ 報道機関との連絡調整に関すること

(3) 無線統制班（人口政策推進課）

ア デジタル防災行政無線の運用及び使用統制に関すること

イ デジタル防災行政無線による情報収集、記録に関すること

ウ 県防災行政無線（ＦＡＸ・ﾎｯﾄﾗｲﾝ）の受伝達に関すること

○ 復旧対策部
(1) 土木班（建設課）

ア 町内建設業者との連絡調整に関すること

イ 応急復旧用土木資材及び機器の確保対策に関すること

ウ 道路、橋梁のパトロール等及び交通規制に関すること

エ 工事中の道路等の保安措置に関すること

オ 道路河川に係る災害応急復旧対策に関すること

カ 災害調査及び災害現状の応急復旧対策の指導、監督に関すること

キ 部内の連絡調整に関すること

(2) 農林班（農林課）

ア 林道、農道及び農業施設等の被害調査及び災害応急復旧対策に関すること

イ 農業団体との連絡調整に関すること

(3) 商工観光班（観光スポーツ交流課）

ア 商工会及び観光協会等との連絡調整に関すること

イ 観光客等への情報提供及び避難等に関すること

ウ 町有観光施設の災害応急対策に関すること

(4) 住宅対策班（都市整備課）

ア 管理施設の被害調査及び災害応急復旧に関すること

イ 屋外広告物の落下防止対策に関すること

ウ 公営住宅の被害調査及び災害応急対策に関すること

エ 建物等の応急危険度判定に関すること

オ 建物等の応急補強等の相談に関すること

カ 応急仮設住宅に関すること

キ 都市復興計画策定に関すること

(5) 企業班（フロンティア推進課）

ア 工業団地内等のパトロール及び安全確保対策に関すること

イ 太陽光発電施設に関すること

ウ 町内企業の災害関連情報の収集及び提供に関すること

エ 協定締結企業との連絡調整に関すること

(6) 罹災調査班（税務課）

ア 家屋等の災害被害調査に関すること

イ 罹災証明書の発行に関すること

ウ 発災初期段階における避難所支援班への業務支援に関すること

(7) 物資班（商工振興課）

ア 食料品、衣料品、その他生活必需品の調達及び斡旋に関すること

イ 物資等の供給に関し、関係機関への要請及び協定締結企業との連絡調整に関すること

ウ 物資集積所の開設及び運営に関すること

エ 拠点ヘリポートの開設に関すること
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○ 住民対策部
(1) 避難所支援班（住民課、税務課、会計収納課）

ア 避難所の開設及び運営の支援に関すること

イ 避難地における避難者の把握及び生活対策に関すること

ウ 部内の連絡調整に関すること

(2) 応急救助班（福祉長寿課 福祉班）

ア 災害救助法適用後の応急救助に関すること

イ ボランティア受け入れ団体である社会福祉協議会との連絡調整に関すること

※ 発災当初は、避難所支援班

(3) 要援護者班（福祉長寿課）

ア 要援護者の把握及び援護に関すること

イ 避難所における要配慮者への対策に関すること

ウ 協定福祉施設との連絡調整に関すること

エ 福祉避難所の開設及び運営に関すること

オ 福祉施設の安全対策、災害応急復旧対策に関すること

(4) 救護衛生班（健康増進課）

ア 救急用医薬品、衛生資材の調達及び斡旋に関すること

イ 医師会及び保健所等との連絡調整に関すること

ウ 救護班の編成、救護所の開設及び運営に関すること

オ 公衆衛生施設(感染症対策等)の機能整備に関すること

カ 医療救護に関する要請及び応援の受け入れに関すること

キ 避難所等の衛生指導に関すること

(5) くらし環境班（くらし環境課）

ア くらし環境班所管の関係機関、協定事業所との連絡調整及び資材等の調達に関すること

イ 環境衛生の維持、防疫及び清掃に関すること

ウ 災害廃棄物等に関すること

○ 水道部
(1) 施設班（上下水道課）

ア 管理施設の被害調査に関すること

イ 上下水道施設の災害応急復旧対策に関すること

ウ 上下水道業者との連絡調整に関すること

エ 給水班の活動統制に関すること

オ 部内の連絡調整に関すること

(2) 給水班（都市整備課 都市計画班）
ア 飲料水の確保及び調整に関すること

イ 給水資材の確保及び給水活動に関すること

○ 教育部
(1) 施設管理班（学校教育課・こども未来課）

ア 教職員の動員に関すること

イ こども園、小学校、中学校の児童生徒の安全対策に関すること

ウ 教育施設、児童福祉施設の安全対策に関すること

エ 学校が行う避難所支援に関すること

オ 自衛隊との留守家族支援に関する協定に関すること

カ 園職員の業務支援に関すること

キ 部内の連絡調整に関すること
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(2) 給食班（生涯学習課）

ア 給食施設の確保及び避難所で行う炊き出しの支援に関すること

イ 避難所等への配食の統制・調整に関すること

○ 支 部
足柄支所、須走支所、北郷支所、生涯学習課

ア 災害対策本部との連絡調整に関すること

イ 支部管内の情報収集に関すること

ウ 支部管内の各種団体との連絡調整に関すること

エ 庁舎等の災害応急対策に関すること

オ 避難所運営の支援に関すること

○ 常備消防
(1) 小山消防署

ア 署員の動員に関すること

イ 災害対策本部との連絡調整に関すること

ウ 消防無線及び行政無線の活用に関すること

エ 消火、緊急業務に関すること

オ 人命の救出、救護に関すること

カ 庁舎等の災害応急対策に関すること

(2) 須走分署

小山消防署に同じ

○ 非常備消防部
(1) 第１分団から第７分団（消防団）

ア 団員の動員に関すること

イ 危険地域住民の避難誘導に関すること

ウ 河川、その他危険地域の巡視に関すること

エ 消火業務に関すること

オ 人命の救出、救護に関すること

カ 飲料水の給水活動の支援に関すること

キ 分団車庫等の災害応急対策に関すること

ク その他、災害本部長の指示に基づくこと

○ その他

遺体安置所を町が設置する場合の事務は、資料８－３遺体安置所関連資料による全庁的な対応とする。
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１－２－４ 小山町災害対策本部員編成表

区 分 職 選出方法

副 本 部 長

本 部 員

副 町 長

教 育 長

理 事

企 画 総 務 部 長

住 民 福 祉 部 長

経済産業ｽﾎﾟｰﾂ部長

都 市 基 盤 部 長

教 育 次 長

会 計 管 理 者

議 会 事 務 局 長

危 機 管 理 局 長

人口政策推進課長

ﾌ ﾛ ﾝ ﾃ ｨ ｱ 推 進 課 長

企 画 政 策 課 長

地 域 振 興 課 長

総 務 課 長

税 務 課 長

住 民 課 長

福 祉 長 寿 課 長

健 康 増 進 課 長

く ら し 環 境 課 長

観光ｽﾎﾟｰﾂ交流課長

商 工 振 興 課 長

農 林 課 長

都 市 整 備 課 長

建 設 課 長

上 下 水 道 課 長

学 校 教 育 課 長

こ ど も 育 成 課 長

生 涯 学 習 課 長

北 郷 支 所 長

須 走 支 所 長

足 柄 支 所 長

小 山 消 防 署 長

消 防 団 長

専 門 監 、 技 監

本部長任命

〃

本部長任命

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃
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小
山
町
災
害
対
策
本
部○

○
支
部

小
山
町
災
害
対
策
本
部

１－２－５ 小山町災害対策本部 本部標識

本部標識

白地 文字 黒

本部員腕章

布 地 白

文 字 黒

線 赤

40cm

200cm

小山町災害対策本部

本 部 長

小山町災害対策本部

副本部長

小山町災害対策本部

教 育 長

小山町災害対策本部

部 長

小山町災害対策本部

副部長

38cm

10cm

小山町災害対策本部

班 長

小山町災害対策本部

危機管理局長

小山町災害対策本部

部 員
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１－２－６ 小山町災害対策本部等 設置場所

（１）災害対策本部

※ １ 地 震 、 風 水 害 に つ い て は 、 総合文化会館（2 階集会室）を基本に設置する。
※ ２ そ の 他 の 災 害 （ 大 火 災 ・ 大 事 故 等 ） に つ い て は 、 被 害 発 生 場 所 等 と の 関 係 や 対 応

の 利 便 性 か ら 決 定 す る 。

（２）現地対策本部

災害の状況により、現地対策本部を設置する。

施 設 名 称 所 在 地

災 害 の 種 類 別

備 考
地 震 風 水 害 噴 火

そ の 他

の 災 害

総 合 文 化 会 館

(2 階 集 会 室 )
阿 多 野 １ ３ ０ 〇 〇 〇 〇

噴 火 時 は 火 口 の

確 認 が 必 要

小 山 町 役 場

(2 階 大 会 議 室 )
藤 曲 ５ ７ － ２ 〇 〇 〇

施 設 名 称 所 在 地 備 考

足 柄 支 所 竹 之 下 ２ ２ ８ － ２

北 郷 支 所 用 沢 １ ８ ８ － １

須 走 支 所 須 走 ２ ６ ７ － ６
予 備 と し て 、 須 走 東 災 害 対 策 セ ン タ ー

（ 須 走 １ ６ － １ ２ ）
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１－３ 消防力の状況

消防職員配置状況

（令和４年４月 1 日現在)

所 属 別 現在数

消 防 長 １人

管 理 課 １０人

予 防 課 ９人

警 防 課 ５人

通 信 指 令 課 １１人

（小 山 消 防 署） ２７人

（須 走 分 署） １４人

御殿場消防署 ５７人

富 士 岡 分 署 １４人

西 分 署 １４人

合 計 １６２人

消防団配置

(令和４年４月 1 日現在)

名 称 人員 所在地

小山町消防団本部 １７人 菅 沼

第 1 分団 ２６人 小 山

第 2 分団 １８人 菅 沼

第３分団 １６人 藤 曲

第４分団 ２２人 足 柄

第 5 分団 ２０人 北郷北

第 6 分団 １９人 北郷南

第７分団 ２８人 須 走

合 計 １６６人

消防本部・消防署配置車両

小山消防署、須走分署分は内（ ）

（令和４年４月 1 日現在）

車両種別 台 数

指令車 ２（１）

広報車 2

査察車 １

指揮車 １

消防ポンプ自動車 ２（１）

水槽付消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車 ５（２）

化学消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車 1

はしご付消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車 1

小型動力ﾎﾟﾝﾌﾟ付水槽車 １

救助工作車 ２（１）

救急自動車 7（２）

バイク ０

後方支援車 １

その他の車両 6（２）
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２ 災害の危険度

２－１ 小山町域における主な災害

災害発生日 種 別 概 要

大正１２年 ９月 １日

地 震

関 東

大震災

午前１１時５８分関東南部一帯に最大震度６の大地震、死者１４９名、行

方不明者４名、重軽傷者１８２名、全壊家屋４８８戸、半壊家屋２，５０

２戸、役場、学校、隔離病舎など半壊、富士紡績第３・４工場焼失、１・

２・５工場倒壊、崩壊埋没、田畑４０．７９ｈａ、山林１．８６ｈａ、原

野１５６ｈａ、町道、橋梁災害２４路線延長８，６１３ｍ、橋梁１１ケ所、

河川護岸等延長３，１５３ｍ、用水路災害３７線水道災害１１線延長２０，

５９３ｍ、成美、菅沼、小学校校舎改造６教室、応急修理教室３７教室、

鉄道、電信、電話、電灯が壊滅

昭和２３年 ９月１６日

台風

アイオン

台風

河川、橋梁に大きな被害

昭和２４年 ８月３１日

台風

キティ

台風

昭和３４年 ８月１４日
台風

７号
河川、農耕地に被害

昭和４１年 ９月２４日

～２５日

台風

２４号

２６号

台風２４号と２６号が日本列島を縦断

家屋の倒壊１５戸、床下浸水１７戸、田畑の流出３３箇所 被害総額３，

０６２万円

昭和４３年 ７月 ３日 集中豪雨 足柄小学校運動場が崩壊

昭和４７年 ７月１２日 集中豪雨

静岡県東部に集中豪雨、１２時間に３５９㍉の雨量を記録

死者２名、災害出動中の消防団員１名行方不明、負傷者８名

住宅全壊２９戸、流出４棟、非住家全半壊１８戸、、床上浸水２１０戸、

り災世帯２５０世帯、り災者数１，７１３名 被害総額２３億３０６万円

昭和５４年１０月１９日
台風

２０号

総雨量２３７㍉ ３時間に１９１㍉

死者１名、住宅全壊５戸、半壊２戸、一部損壊３戸、非住家全壊４戸、半

壊３戸、流出３戸、一部損壊１戸、床上浸水３３戸、床下浸水１２９戸、

被害総額２４億円 災害救助法適用

昭和５７年 ８月 １日
台風

１０号

住家全壊２戸、半壊３戸、一部損壊３５戸、床上浸水７戸、床下浸水８４

戸、被害総額３６億９，８５０万円 総雨量５７０㍉
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昭和５８年 ８月 ８日 地震

静岡県東部を震源とするＭ６．４、震度６強の地震が発生。小山町でも震

度５を記録

御殿場市では軽傷者１名、家屋道路、橋梁、河川、農業施設、農地、文教

公共施設、水道、電気通信、企業等１５７ヶ所の被害

被害総額４億５，０００万円

平成２２年 ９月 ８日
台風

９号

野沢川の氾濫により、下野沢橋は落橋し、六合橋付近の護岸決壊。また須

川の氾濫に養鱒場などが破壊された。また柳島地区の町道足柄三保線が崩

落し、孤立集落が発生するなど甚大な被害を受けた。

住宅全壊７戸、大規模半壊７戸、半壊２４戸、床上浸水１６戸、床下浸水

９８戸、山崩れ８５箇所、河川被害２６箇所、水路被害３２箇所

道路崩壊３６箇所、林道崩壊３７箇所、農地被害１２８箇所、農業施設被

害２５箇所。

１０時に時間雨量１１０㍉を記録その後も猛烈な雨が降り続き、１６時に

は１２０㍉の記録的な大雨が観測された。

平成２６年 ２月１５日 雪害

低気圧の接近により、町内全域、特に須走地区に大量の降雪があり、２月

１５日９時、小山消防署須走分署積雪５４cm、吹き溜まりにおいて１ｍ

超を記録し、道路が途絶し、須走地区が孤立した。

上本町区、下本町区、緑ケ丘区、下原区内で孤立している高齢者７０世帯

７８人が発生し、２月１６日８時３０分、災害対策本部を設置するととも

に同１０時静岡県へ災害派遣要請を行い、除雪作業に併行して孤立した住

民を逐次救出した。また、高齢者１人（透析患者）を救急搬送した。

２月１７日午後、須走地区の孤立状態を解消

令和元年１０月１２日
台風

１９号

生土地先県営住宅の鮎沢川護岸及び小山３区滝沢川護岸が崩落したほ

か、須走地区を除き、諸所に土砂崩れなどが発生した。

特に、老人福祉施設「平成の杜」では、水路から土砂があふれ施設内１

階に流入、大きな被害が発生したが、土砂流入直前に近所の住民から施設

職員へ声掛けがあり、１階入所者全員を２階に避難させ、人的被害はなか

った。

町全体として、住宅全壊１戸、一部損壊１８戸、床上浸水５戸、床下浸

水５戸、山崩れ３５箇所、道路損壊６７箇所、河川被害３８箇所、田畑流

失・埋没２１ｈａの被害が発生。１１日夜遅くからの降り始めから総雨量

６７２．５㍉、時間雨量最大(６９㍉）【サイポス】を記録



２－２　土砂災害・水害関係危険箇所

１　土砂災害

土砂災害警戒区域（土石流）

危 険 箇 所
番 号

指定日
区域名

（河川名）
所在地

（自主防）
区　分

1
344-Ⅰ-
001

H21.　7.31
沢田川

（鮎沢川）
桑木

（桑木・新柴）
特別
警戒

足柄小又は小山高

2
344-Ⅰ-
002

H21.　7.31
井戸沢川

（鮎沢川）
竹之下
（宿）

警戒 足柄小又は小山高

3
344-Ⅰ-
007

H21.　7.31
入山沢

（鮎沢川）
竹之下

（所領）
特別
警戒

小山高又は明倫小

4
344-Ⅰ-
008

H21. 　7.31
犬の平沢Ａ
（鮎沢川）

小山
（小山1）

警戒

5
344-Ⅰ-
009

H21. 　7.31
桃山沢

（鮎沢川）
小山

（小山１）
警戒

6
344-Ⅰ-
010

H21. 　7.31
犬の平沢Ｂ
（鮎沢川）

小山
（小山1）

警戒

7
344-Ⅰ-
011

H21. 　7.31
犬の平沢Ｃ
（鮎沢川）

小山
（小山1）

警戒

8
344-Ⅰ-
012

H21.　7.31
行者沢川
（須川）

藤曲
（南藤曲）

警戒 明倫小

9
344-Ⅰ-
018

H21.　7.31
野沢川右支川
Ａ（野沢川）

柳島
（柳島）

特別
警戒

10
344-Ⅰ-
019

H21.　7.31
遠茂白川

（鮎沢川）
柳島

（柳島）
特別
警戒

11
344-Ⅰ-
020

H21.　7.31
小山沢Ａ

（鮎沢川）
小山

（小山1）
特別
警戒

12
344-Ⅰ-
022

H21.　7.31
小山沢Ｂ

（鮎沢川）
小山

（小山２）
警戒

13
344-Ⅰ-
023

H21.　7.31
滝沢川左支川
Ｂ（滝沢川）

小山
（小山３）

警戒

土砂災害警戒区域（土石流） 土砂災害警戒区域（急傾斜地） 計

47箇所 78箇所 125箇所

警戒区域に関する情報通
し
番
号

土砂災害に関する情
報の収集及び伝達並
びに予報又は警報の
発令及び伝達

避難施設その他の
避難場所【ハザー
ドマップに記載済
み】

土砂災害に係る避難
訓練の実施（法3
号）

警報の伝達等
救助に関する

事項

その他の警戒
避難体制に関
する事項

資
料

-
1

6

小山中

成美小

小山中 資
料

巻

１　気象警報等の
　把握
　・県、気象台
　　防災行政ＦＡＸ
　　、サイポス
　　気象台ＨＰ
２　土砂災害予測に
　資する情報収集
　・町内雨量計
　・サイポス
　・気象台ＨＰ
　・防災行政ＦＡＸ
　・土砂災害警戒
　　判定メッシュ
　・県ＧＩＳ
３　土砂災害前兆情
　報の収集
　・消防署、消防団
　　のパトロール
　・住民からの情報
４　気象情報、土砂
　災害警戒情報の収
　集
　・関係機関
　・気象台ＨＰ

１　年1回以上実施
　する。
２　土砂災害防止
　月間に自主防災
　会を中心に地域
　の実状に応じた
　訓練を実施
３　避難行動要
　支援者
　・避難行動要支
　　援者台帳の整　
　　備、更新
　　(定期・随時)
　・避難、情報伝
　　達訓練の実施

土砂災害警戒
情報及び避難
勧告等の発表
前に電話・Ｆ
ＡＸ、防災無
線により伝達
（必要な場合
屋内安全確
保）

消防団・消防
により救出
甚大な場合
は、県に自衛
隊等を要請

判断基準
①気象情報
②注意報・
　警報
③雨量
④河川水位
⑤土砂災害判
定メッシュ
⑤土砂災害警
戒情報
⑦記録的短時
間大雨情報



14
344-Ⅰ-
024

H21.　7.31
滝沢川左支川
Ａ（滝沢川）

小山
（小山３）

特別
警戒

15
344-Ⅰ-
025

H21.　7.31
滝沢川

（鮎沢川）
小山

（小山３）
警戒

16
344-Ⅰ-
030

H21.　7.31
菖蒲沢

（鮎沢川）
小山

（小山４）
警戒

17
344-Ⅰ-
031

H21.　7.31
下谷沢Ａ

（大沢川）
小山

（小山４）
警戒

18
344-Ⅰ-
032

H21.　7.31
下谷沢Ｂ

（大沢川）
小山

（小山４）
特別
警戒

19
344-Ⅰ-
033

H21.　7.31
大沢川

（大沢川）
小山

（小山４）
警戒

20
344-Ⅰ-
034

H21.　7.31 和手川
小山

（小山４）
特別
警戒

21
344-Ⅱ-
001

H21.　7.31
金時川

（鮎沢川）
桑木

（桑木・新柴）
特別
警戒

足柄小又は小山高

22
344-Ⅱ-
001-2

H21.　7.31
金時川左支川
（鮎沢川）

桑木
（桑木・新柴）

特別
警戒

足柄小又は小山高

23
344-Ⅱ-
002

H21.　7.31
竹之下沢

（鮎沢川）
竹之下

（所領）
警戒 小山高又は明倫小

24
344-Ⅱ-
003

H21.　7.31
奥の沢川
（須川）

上野
（上野）

警戒 北郷中

25
344-Ⅱ-
004

H21.　7.31
柳島川

（野沢川）
柳島

（柳島）
警戒

26
344-Ⅱ-
005

H21.　7.31
小野畑沢

（野沢川）
柳島

（柳島）
警戒

27
344-Ⅱ-
006

H21.　7.31
野沢川右支川

Ｂ
柳島

（柳島）
警戒

28
344-Ⅲ-
001

H21.　7.31
上野川

（須川）
上野

(上野・中日向)
警戒 北郷中

29
344-Ⅰ-
003

H21.　１.30
地蔵堂川
(鮎沢川)

竹之下
(向方)

特別
警戒

30
344-Ⅰ-
004

H21.　１.30
湯沸沢川
(鮎沢川)

竹之下
(向方)

警戒

31
344-Ⅰ-
005

H21.　１.30
神田平沢
(鮎沢川)

竹之下
(向方)

特別
警戒

資
料

-
1

7

成美小

足柄小又は小山高 資
料

編

５　気象警報、土砂
　災害警戒情報、避
　難準備・高齢者等
　避難開始、避難勧
　告。避難指示（緊
　急）及び避難所開
　設に関する情報伝
　達
　・同報無線
　・緊急速報メール
　・登録制メール
　・広報車
　・防災無線
　（自主防貸与）
　・町ＨＰ
　・Ｌアラート

小山中



32
344-Ⅰ-
006

H21.　１.30
地蔵堂川左支
川(鮎沢川)

竹之下
(向方)

警戒 足柄小又は小山高

33
344-Ⅰ-
013

H21.　１.30
藤曲沢
(須川)

藤曲
(藤曲・南藤曲)

警戒
藤曲　成美小
南藤曲　明倫小

34
344-Ⅰ-
014

H21.　１.30
湯舟沢B

(小山湯船川)
湯船

（湯船）
警戒

35
344-Ⅰ-
015

H21.　１.30
湯舟沢C

(小山湯船川)
湯船

（湯船）
警戒

36
344-Ⅰ-
016

H21.　１.30
湯舟沢F

(小山湯船川)
湯船

（湯船）
警戒

37
344-Ⅰ-
017

H21.　１.30
湯舟沢G

(小山湯船川)
湯船

（湯船）
警戒

38
344-Ⅰ-
021

H21.　１.30
頓沢川

（鮎沢川）
生土

（生土）
警戒

39
344-Ⅰ-
026

H21.　１.30
和波倉沢

（鮎沢川）
生土

（生土）
警戒

40
344-Ⅰ-
027

H21.　１.30
西沢川

（西沢川）
生土

（生土）
警戒

41
344-Ⅰ-
028

H21.　１.30
東沢川

（西沢川）
生土

（生土）
警戒

42
344-Ⅰ-
029

H21.　１.30
赤根沢川

（鮎沢川）
生土

（生土）
警戒

43
344-Ⅱ-
007

H21.　１.30
小山湯舟川
（野沢川）

湯船
（湯船）

特別
警戒

44
344-Ⅱ-
008

H21.　１.30 湯舟沢A
湯船

（湯船）
特別
警戒

45
344-Ⅱ-
009

H21.　１.30 湯舟沢D
湯船

（湯船）
警戒

46
344-Ⅱ-
010

H21.　１.30 湯舟沢E
湯船

（湯船）
警戒

47
344-Ⅲ-
002

H21.　１.30
中島川

（野沢川）
中島

（中島）
警戒

成美小

小山中

資
料

-
1

8

成美小

資
料

編



土砂災害警戒区域（急傾斜地）

危 険 箇 所
番 号

指定日 区域名
所在地

（自主防）
区　分

1
103-Ⅰ-
3529-2

H22.　2.19 桑木A
桑木

（桑木）
特別
警戒

小山高

2
103-Ⅰ-
0873

H21.　7.31 大沢
小山

（小山4）
特別
警戒

3
103-Ⅰ-
0876

H21.　7.31 幕下
小山

（小山２）
特別
警戒

4
103-Ⅰ-
0877

H21.　7.31
小山
滝沢

小山
（小山３）

特別
警戒

5
103-Ⅰ-
0889

H21.　7.31 犬の平
小山

（小山１）
特別
警戒

6
103-Ⅰ-
0891

H21.　7.31
用沢
墹下

用沢
（用沢）

警戒 北郷小

7
103-Ⅰ-
0892

H21.　7.31 向方
竹之下

（向方）
特別
警戒

足柄小又は小山高

8
103-Ⅰ-
2776

H21.　7.31 南藤曲A
藤曲

（南藤曲）
特別
警戒

9
103-Ⅰ-
2776-2

H21.　7.31 南藤曲B
藤曲

（南藤曲）
特別
警戒

10
103-Ⅰ-
2781

H21.　7.31 小山大向
小山

（小山３）
特別
警戒

小山中

11
103-Ⅰ-
2783

H21.　7.31 竹之下A
竹之下
（宿）

特別
警戒

12
103-Ⅰ-
2784

H21.　7.31 竹之下B
竹之下
（宿）

特別
警戒

13
103-Ⅰ-
3530

H21.　7.31 奈良橋A
藤曲

（南藤曲）
特別
警戒

明倫小

14
103-Ⅰ-
3531

H21.　7.31 日影A
柳島

（柳島）
特別
警戒

15
103-Ⅰ-
3532

H21.　7.31 日影B
柳島

（柳島）
特別
警戒

警戒区域に関する情報通
し
番
号

土砂災害に関する情
報の収集及び伝達並
びに予報又は警報の
発令及び伝達

避難施設その他の
避難場所【ハザー
ドマップに記載済
み】

土砂災害に係る避難
訓練の実施
（法3号）

警報の伝達等
救助に関する

事項

その他の警戒
避難体制に関
する事項

小山中

資
料

-
1

9

明倫小

足柄小又は小山高

成美小

資
料

編

１　気象警報等の
　把握
　・県、気象台
　　防災行政ＦＡＸ
　　、サイポス
　　気象台ＨＰ
２　土砂災害予測に
　資する情報収集
　・町内雨量計
　・サイポス
　・気象台ＨＰ
　・防災行政ＦＡＸ
　・土砂災害警戒
　　判定メッシュ
　・県ＧＩＳ
３　土砂災害前兆情
　報の収集
　・消防署、消防団
　　のパトロール
　・住民からの情報
４　気象情報、土砂
　災害警戒情報の収
　集
　・関係機関
　・気象台ＨＰ

１　年1回以上実施
　する。
２　土砂災害防止
　月間に自主防災
　会を中心に地域
　の実状に応じた
　訓練を実施
３　避難行動要
　支援者
　・避難行動要支
　　援者台帳の整　
　　備、更新
　　(定期・随時)
　・避難、情報伝
　　達訓練の実施

土砂災害警戒
情報及び避難
勧告等の発表
前に電話・Ｆ
ＡＸ、防災無
線により伝達
（必要な場合
屋内安全確
保）

消防団・消防
により救出
甚大な場合
は、県に自衛
隊等を要請

判断基準
①気象情報
②注意報・
　警報
③雨量
④河川水位
⑤土砂災害判
定メッシュ
⑤土砂災害警
戒情報
⑦記録的短時
間大雨情報



16
103-Ⅰ-
3534

H21.　7.31 小山A
小山

（小山４）
特別
警戒

17
103-Ⅰ-
3535

H21.　7.31 小山B
小山

（小山１）
特別
警戒

18
103-Ⅱ-
0781

H21.　7.31 下合A
桑木

（桑木）
特別
警戒

19
103-Ⅱ-
0782

H21.　7.31 下合B
新柴

（桑木・新柴）
特別
警戒

足柄小又は小山高

20
103-Ⅱ-
0783

H21.　7.31 奈良橋B
藤曲

（南藤曲）
特別
警戒

明倫小

21
103-Ⅱ-
0784

H21.　7.31 日影C
柳島

（柳島）
特別
警戒

22
103-Ⅱ-
0785

H21.　7.31 日影D
柳島

（柳島）
特別
警戒

23
103-Ⅱ-
0786

H21.　7.31 柳島
柳島

（柳島）
特別
警戒

24
103-Ⅱ-
0787

H21.　7.31 所領
竹之下

(所領・小山１)
特別
警戒

小山１　小山中
所領　小山高（明
倫小）

25
103-Ⅱ-
0788

H21.　7.31 宿
竹之下
（宿）

特別
警戒

足柄小又は小山高

26
103-Ⅱ-
5882

H21.　7.31 小山C
小山

（小山４）
特別
警戒

27
103-Ⅱ-
5883

H21.　7.31 小山D
小山

（小山３）
特別
警戒

28
103-Ⅲ-
0227

H21.　7.31 竹之下C
竹之下

（向方）
特別
警戒

小山高又は足柄小

29
103-Ⅲ-
0228

H21.　7.31 新柴
桑木

（桑木）
特別
警戒

小山高

30
103-Ⅰ-
0874

H21.　１.30
生土

西沢B
生土

（生土）
特別
警戒

31
103-Ⅰ-
0875

H21.　１.30
生土
西沢

生土
（生土）

特別
警戒

32
103-Ⅰ-
0878

H21.　１.30
生土
松葉

生土
（生土）

特別
警戒

33
103-Ⅰ-
0878-2

H21.　１.30
生土

松葉B
生土

（生土）
特別
警戒

小山高

成美小

資
料

-
2

0

小山中

小山中

資
料

編

５　気象警報、土砂
　災害警戒情報、避
　難準備・高齢者等
　避難開始、避難勧
　告。避難指示（緊
　急）及び避難所開
　設に関する情報伝
　達
　・同報無線
　・緊急速報メール
　・登録制メール
　・広報車
　・防災無線
　（自主防貸与）
　・町ＨＰ
　・Ｌアラート



34
103-Ⅰ-
0879

H21.　１.30
生土
中島

生土
（生土・小山

1）
警戒 小山中

35
103-Ⅰ-
0880

H21.　１.30
生土

中島B
中島

（中島）
警戒

36
103-Ⅰ-
0881

H21.　１.30
藤曲
坂下

藤曲
（藤曲）

特別
警戒

37
103-Ⅰ-
0882

H21.　１.30
湯船
谷津

湯船
（湯船）

特別
警戒

38
103-Ⅰ-
0883

H21.　１.30
藤曲坂
下丁A

藤曲
（藤曲）

警戒

39
103-Ⅰ-
0884

H21.　１.30
藤曲

落合A
藤曲

（落合）
特別
警戒

40
103-Ⅰ-
0885

H21.　１.30
藤曲

落合B
藤曲

（落合）
特別
警戒

41
103-Ⅰ-
0886

H21.　１.30
藤曲

ハ二塚A
藤曲

（落合）
警戒

42
103-Ⅰ-
0887

H21.　１.30
藤曲

ハ二塚B
藤曲

（落合）
特別
警戒

43
103-Ⅰ-
0888

H21.　１.30
菅沼

小茅沼
菅沼

（菅沼）
警戒

44
103-Ⅰ-
0890

H21.　１.30
菅沼
馬場

菅沼
（菅沼）

特別
警戒

45
103-Ⅰ-
2773

H21.　１.30
湯船

上耕地
湯船

（湯船）
特別
警戒

46
103-Ⅰ-
2778

H21.　１.30
菅沼

天神下
菅沼

（菅沼・藤曲）
特別
警戒

47
103-Ⅰ-
2779

H21.　１.30 中島
中島

（中島）
特別
警戒

48
103-Ⅰ-
2780

H21.　１.30
藤曲
本通

藤曲
（藤曲）

特別
警戒

49
103-Ⅰ-
2787

H21.　１.30
生土

赤根沢
生土

（生土）
特別
警戒

小山中

50
103-Ⅰ-
3533

H21.　１.30 滝の前A
中島

（中島）
特別
警戒

成美小

51
103-Ⅱ-
0789

H21.　１.30
菅沼

アラヤ
菅沼

（菅沼）
特別
警戒

明倫小

資
料

-
2

1

明倫小

成美小

資
料

編

成美小



52
103-Ⅱ-
0790

H21.　１.30
生土

西沢C
生土

（生土）
特別
警戒

小山中

53
103-Ⅱ-
0791

H21.　１.30 滝の前B
中島

（中島）
特別
警戒

54
103-Ⅱ-
0792

H21.　１.30
湯船

谷戸A
湯船

（湯船）
特別
警戒

55
103-Ⅱ-
0793

H21.　１.30
湯船

谷戸B
湯船

（湯船）
特別
警戒

56
103-Ⅱ-
0794

H21.　１.30 湯船子り坂A
湯船

（湯船）
特別
警戒

57
103-Ⅱ-
0795

H21.　１.30 湯船子り坂B
湯船

（湯船）
特別
警戒

58
103-Ⅰ-
3529

R1.10.23 桑木
桑木

（桑木）
特別
警戒

小山高

59
103-Ⅱ-
0796

R1.10.23 湯船Ａ
湯船

（湯船）
特別
警戒

60
103-Ⅱ-
0798

R1.10.23 湯船Ｂ
湯船

（湯船）
特別
警戒

61
103-S-
9001

R1.10.23 中島Ａ
中島

（中島）
特別
警戒

62
103-S-
9002

R1.10.23 菅沼Ｄ
菅沼

（菅沼）
特別
警戒

63
103-S-
9003

R1.10.23 吉久保Ｂ
吉久保

（吉久保）
特別
警戒

64
103-S-
9004

R1.10.23 吉久保Ａ
吉久保

（吉久保）
特別
警戒

65
103-S-
9005

R1.10.23 竹之下Ｅ
竹之下

（向方）
特別
警戒

66
103-S-
9006

R1.10.23 竹之下Ｈ
竹之下

（向方・新柴）
特別
警戒

67
103-S-
9007

R1.10.23 新柴Ｃ
新柴

（新柴）
特別
警戒

成美小

資
料

-
2

2

成美小

総合体育館

足柄小又は小山高 資
料

編



68
103-S-
9008

R1.10.23 大御神Ａ
大御神

（大御神）
特別
警戒

北郷中

69
103-S-
9009

R1.10.23 須走Ａ
須走

（下原）
特別
警戒

須走小

70
103-S-
9010

R1.10.23 菅沼Ａ
菅沼

（坂下）
特別
警戒

明倫小

71
103-S-
9011

R1.10.23 菅沼Ｆ
菅沼

（谷戸）
特別
警戒

明倫小

72
103-S-
9012

R1.10.23 竹之下Ｄ
竹之下
（宿）

特別
警戒

小山高

73
103-S-
9013

R1.10.23 竹之下Ｆ
竹之下

（向方）
特別
警戒

74
103-S-
9014

R1.10.23 竹之下Ｇ
竹之下

（向方）
特別
警戒

75
103-S-
9015

R1.10.23 新柴Ｂ
新柴

（新柴）
特別
警戒

76
103-S-
9016

R1.10.23 桑木Ｃ
桑木

（桑木）
特別
警戒

77
103-S-
9017

R1.10.23 新柴Ｅ
新柴

（新柴）
特別
警戒

78
103-S-
9018

R1.10.23 桑木Ｂ
桑木

（桑木）
特別
警戒

２　土砂災害警戒区域内に所在する要援護者施設

区域名 区分 所在地 警報等の伝達手段 避難訓練の実施

犬の平沢Ａ
桃山沢

犬の平沢Ｂ
犬の平沢Ｃ

警戒

小山２５５－２ ・電話、FAX
・防災無線
【半固定３０７】
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

指定日 施設の名称 救助

H27.　7.31

養護老人ホーム
「平成の杜」

・町により早期から気象情報を提供
・気象情報に基づき早期の避難を呼びかけ
・必要により、町、消防署、消防団等によ
り避難を支援
・夜間や危険な場合は、施設内のより安全
な場所に避難

足柄小又は小山高

小山高

資
料

-
2

3

R1,10.23 菅沼D 警戒

町立明倫小学校　
体育館、プール

菅沼６２７ ・電話、FAX
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

・町により早期から気象情報を提供
・気象情報に基づき早期の避難を呼びかけ
・体育館・プールの使用を停止し、校舎内
の授業に切り替え、必要により、下校・休
校とする。

町立明倫小学校
放課後児童クラブ

・町により早期から気象情報を提供
・必要により、児童の受入を中止する。 資

料
編



藤曲ハニ塚
Ａ

藤曲落合Ｂ
警戒

藤曲１４２ ・電話、FAX
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

竹之下Ｄ 警戒

竹之下２４１１－１ ・電話、FAX
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

3　洪水浸水想定区域（河岸崩壊）内に所在する要援護者施設

所在地 警報等の伝達手段 避難訓練の実施

小山７５－７ ・電話、FAX
・防災無線
【半固定３０７】
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

第１園舎
　生土１３２－１
第２園舎
　小山２８９ー１

・電話、FAX
・防災無線
【半固定３０７】
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

小山２８７－７ ・電話、FAX
・防災無線
【半固定３０７】
・同報無線
・登録制メール
・緊急速報メール
・広報車

年1回以上訓練を実
施するものとする。

R1.10.23

町立小山中学校
ランチルーム

・町により早期から気象情報を提供
・土砂災害警戒区域に隣接するランチルー
ムの使用を中止し校舎内へ移動するか、必
要により、下校・休校とする。

R1.10.23

町立足柄小学校
体育館

・町により早期から気象情報を提供
・土砂災害警戒区域に隣接する体育館の使
用を中止し校舎内へ移動するか、必要によ
り、下校・休校とする。

指定日 河川名 施設の名称 救助

R3.3.15 鮎沢川

健康福祉会館 ・町により早期から気象情報を提供
・気象情報に基づき早期の避難を呼びかけ
・必要により、町、消防署、消防団等によ
り避難を支援
・夜間や危険な場合は、施設内のより安全
な場所又は近傍の協定企業に避難

R5.3.14 鮎沢川

するがおやまこども園 ・町により早期から気象情報を提供
・気象情報に基づき早期の避難を呼びかけ
・必要により、町、消防署、消防団等によ
り避難を支援
・河川水位、雨量により指定避難所への避
難を検討

R5.3.14 鮎沢川

友成医院 ・町により早期から気象情報を提供  
・気象情報に基づき早期の避難を呼びかけ
・必要により、町、消防署、消防団等によ
り避難を支援
・河川水位、雨量により指定避難所への避
難を検討

資
料

-
2

4

資
料

編



資料編

資料－25

２－３－１ 第４次地震被害想定 推定震度分布図（南海トラフ沿い）

【陸側ケース】

震度区分 ５強 ６弱 合計

面 積 29.3 ㎢ 102.2 ㎢ 131.5 ㎢



資料編

資料－26

第４次地震被害想定 推定震度分布図（相模トラフ沿い）

【相模トラフ沿いの最大クラス】

震度区分 ５強 ６弱 ６強 ７ 合計

面 積 4.1 ㎢ 26.1 ㎢ 37.4 ㎢ 63.9 ㎢ 131.5 ㎢



資料編

資料－27

２－３－２ ライフライン時系列シナリオ

地震発生～ 数分後～ 2,3 日後～ １週間後～

警戒宣言発令時 災害発生期 災害拡大期 応急復旧期 本格復旧期

上
水
道

被害

・緊急貯水により

需要拡大

・水源、配水池等

の構造物に被

害

・管路に折損、破

裂等が生じ一

部給水不能

・町内各所で断水

が発生

・応急給水により

水を確保

・応急復旧により

断水箇所減少

・仮設配管等によ

る復旧は数週

間を要す

対応

・緊急貯水の呼び

掛け

・配水池の点検

・応急復旧用資機

材確保

・急復旧作業開始

・飲料水兼用貯水

槽の利用

・応急復旧作業継

続

・応急復旧作業継

続

下
水
道

被害

・管きょが破損

し、土砂・地下

水等が流入

・液状化によるマ

ンホールの浮

上等

・排水困難地域の

発生

・応急復旧により

排水困難箇所

減少

・応急復旧は約 1

ヶ月

対応

・施設の緊急点検

・応急復旧用資機

材確保

・応急復旧作業開

始

・応急復旧作業継

続

・応急復旧作業継

続

電
気

被害

・地震災害警戒本

部設置

・要員及び資機材

確保

・配電線、配電柱

に被害

・停電が発生 ・通電範囲の拡大 ・応急復旧に約２

週間

対応

・被害箇所の調査

・重要箇所を中心

とした応急復

旧

・応急復旧工事継

続

・応急復旧工事継

続

Ｌ
Ｐ
ガ
ス

被害

・ボンベの転倒等

によるガス漏

れ

・マイコンメータ

ーによる供給

遮断

・ガス漏れ通報 ・ガス使用可能範

囲拡大

対応
・安全広報 ・被害調査・点検

開始

・被害調査・点検

完了

電
話

被害

・輻輳状態発生 ・電柱、ケーブル

への被害

・受話器はずれ等

による輻輳

・一般通話規制

・災害時優先電話

による通話可

能

・１週間程度は電

話がかかりに

くい状態

・通話規制の継続

・２週間程度で全

域で通話可能

対応

・通信規制

・復旧資機材確保

・広報

・応急復旧作業開

始

・応急復旧作業継

続



資料編

資料－28

２－３－３ 道路の被害発生と復旧シナリオ

東名高速道路 東西幹線 その他道路

被害状況

御殿場ＩＣ～都夫良野ト

ンネル間で山・崖崩れによ

り一部不通箇所が発生

国道 246 号神奈川県境

で山・崖崩れによる影響で

一部区間通行不能

地盤の液状化、山・崖崩

れ、沿道建築物被害等によ

り一部区間で通行止めと交

通規制

復
旧
状
況

１～３日
瓦礫、障害物撤去に３日

程度を要する
一部区間通行不能

一部区間で通行止めと交通

規制

３～７日

交通規制により緊急自動

車、緊急通行車両のみ通行

可能

一部区間で交通規制 一部区間で交通規制

１週間～

１ヶ月

交通規制により緊急自動

車、緊急通行車両のみ通行

可能

一部区間で交通規制 一部区間で交通規制

１ヶ月以上 通行可能 通行可能 一部区間で交通規制



資料編

資料－29

２－４ 雪害災害対応に関する資料

２－４－１ 小山町雪害対策本部編成表

付紙

各部署の任務等



資料編

資料－30

２－４－２ 積雪量等と人命救助に関する業務一覧表

２－４－３ 雪害時災害対応連絡系統一覧表



資料編

資料－31

３ 気象情報等

３－１ 気象等の注意報及び警報の種類と発表基準

発表官署 静岡地方気象台

小山町

府県予報区 静岡県

一次細分区域 東部

市町村等をまとめた地域 富士山南東

警 報

大雨

（浸水害） 表面雨量指数 １９

（土砂災害） 土壌雨量指数基準 1９８

洪水 流域雨量指数基準
鮎沢川流域 =４１．０ 須川流域 =１
９．７ 小山佐野川流域=２１．５

暴風 平均風速 20m/s

暴風雪 平均風速 20m/s 雪を伴う

大雪 降雪の深さ １２時間降雪の深さ 20cm

注意報

大雨

表面雨量指数基準 １１

土壌雨量指数基準 １００

洪水 流域雨量指数基準
鮎沢川流域 =３２．８ 須川流域 =１
５．７ 小山佐野川流域=１７．２

強風 平均風速 12m/s

風雪 平均風速 12m/s 雪を伴う

大雪 降雪の深さ １２時間降雪の深さ 10cm

雷 落雷等により被害が予想される場合

融雪

濃霧 視程 100m

乾燥 最小湿度 30％で、実効湿度 50％

なだれ
1.降雪の深さが 30cm 以上あった場合

2.積雪が 40cm 以上あって最高気温が 15℃以上の場合

低温 冬季：最低気温―４℃以下

霜 早霜・晩霜期に最低気温４℃以下

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 110 mm



資料編

資料－32

３－２ 気象等に関する特別警報の発表基準

津波・火山・地震（地震動）に関する特別警報の発表基準

津波、火山噴火、地震については、従来からの警報のうち、危険度が非常に高いレベルのものを特

別警報に位置づけています。

具体的には、津波については「大津波警報」、火山噴火については「噴火警報（居住地域）」＊、地

震については「緊急地震速報」（震度６弱以上を予想したもの）を特別警報に位置づけています（下表

を参照）。

これらの特別警報は、名称に「特別警報」は用いず、従来どおりの名称で発表します。例えば、大

津波警報が発表された時は、それが津波に関する特別警報が発表されたという意味です。

これらの特別警報を見聞きした場合は、これまでと同様に、津波であれば直ちに避難する、火山噴

火であれば噴火警戒レベルに応じ避難や避難準備を行う、地震であれば揺れから身を守るなど、命を

守る行動をとってください

（*）噴火警戒レベルを運用している火山では「噴火警報（居住地域）」（噴火警戒レベル４または５）

を、噴火警戒レベルを運用していない火山では「噴火警報（居住地域）」（キーワード：居住地域厳

重警戒）を特別警報に位置づけています。
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３－３ 気象庁震度階級関連解説表
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3－４

（気象庁発表資料）

（別紙 1）

「南海トラフ地震に関する情報」の発表について

気象庁は、以下の場合、「南海トラフ地震に関連する情報」を発表する。このため、南海

トラフ全域を対象として地震発生の可能性を評価するにあたって、有識者から助言をい

ただくために、「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する。

○本情報の運用開始に伴い、東海地震のみに着目した情報（東海地震に関連する情報）

の発表は行わない。

○本情報を発表していなくても、南海トラフ沿いの大規模地震が発生することもある。

〇「南海トラフ地震臨時情報」に「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」等の形で（）内

にキーワードを追加した情報が発表される。

情報名 情報発表条件

南海トラフ地震臨時情報

○南海トラフ沿いでの異常な現象が観測され、その現象

が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するかどうか

調査を開始した場合、または調査を継続している場合

○観測された現象の調査結果を発表する場合

南海トラフ地震関連解説

情報

○観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況

の推移等を発表する場合

〇「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会

合において評価した調査結果を発表する場合（ただし南

海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除く）

キーワード 各キーワードを付記する条件

調査中

下記のいずれかにより臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討

会」を開催する場合

○監視領域内※１でマグニチュード６.８以上の地震が発生

○1 か所以上のひずみ計※３で有意な変化と共に、他の複数の観測点で

もそれに関係すると思われる変化が観測され、想定震源域※２内のプ

レート境界で通常と異なるゆっくりすべり※４が発生している可能性

がある場合など、ひずみ計で南海トラフ地震との関連性の検討が必要

と認められる現象を観測

〇その他、想定震源域内のプレート境界の固着状態の変化を示す可能性

のある現象が観測される等、南海トラフ地震との関連性の検討が必要

と認められる現象を観測

巨大地震警戒
想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード８．

０以上の地震が発生したと評価した場合

巨大地震注意

〇監視震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード

７．０以上の地震が発生したと評価した場合（巨大地震警戒に該当する

場合は除く）

〇想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくりすべ

りが発生したと評価した場合

調査終了
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象と

評価した場合
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※１：監視領域：想定震源域内及び想定震源域の海溝軸外側５０ｋｍ程度

※2：想定震源域；南海トラフ地震の想定震源域（プレート境界）

※3：ひずみ計；地価の岩盤の伸び・縮みを非常に高感度で観測できる地殻変動の観測

装置で、東海地域、近畿地域及び四国地域の計３９地点に設置

※4：フィリッピン海プレートと陸側のプレートの固着域周辺がゆっくりすべる現象で、

スロー地震とも呼ばれる。

上記は、今後検討により見直されることがある。
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３－５ 富士山の噴火警戒レベル
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３－６ 避難情報

３－７ 避難判断基準(風水害)

区 分 内 容

【警戒レベル３】

高齢者等避難

住民に対して避難準備を呼び掛けるともに、高齢者や障がいのある人

は、危険な場所から避難を開始。

【警戒レベル４】

避難指示
危険な場所から全員避難。

【警戒レベル５】

緊急安全確保

すでに避難ができず、命が危険な状況。

警戒レベル５「緊急安全確保」の発令前に避難。

区 分 状 況 町の対応

第１

段階 情

報

収

集

○台風情報の発表（５日前から注意、３日前

から情報共有）

○大雨注意報が発表

①気象情報や各地の雨量、雨雲、前

線等の情報を収集

②台風（発達性低気圧含む。）の場

合は、予想進路等の情報共有

第２

段階

○大雨警報発表 ①事前配備体制

②時間雨量の測定

③時間雨量、河川水位により事前配

備体制の強化

第３

段階

避

難

準

備

情

報

等

①土砂災害警戒判定メッシュが赤紫又は予

想２ｈ前で基準線（ＣＬ）に到達又は気象

庁・県からの防災情報

②数時間後に避難経路等の事前通行規制等

の基準値に達することが想定される場合

③河川水位等

①避難準備情報等の発令

②必要により第１次配備体制

③避難所開設

④住民への広報及び避難行動要支援

者の避難の呼びかけ

第４

段階

避

難

勧

告

①土砂災害警戒情報発表、土砂災害警戒メッ

シュが紫又は予想１ｈ前で基準線（ＣＬ）

到達又は気象庁・県からの防災情報、記録

的短時間大雨情報が発表

②巡回による前兆現象の確認（河川水位、湧

水、河川への土砂の異常な流入）

①避難勧告の発令

②発令地域の避難所の開設

③住民への広報、避難の呼びかけ

④要支援者の避難状況の確認

⑤災害対策（警戒）本部への移行

第５

段階

避

難

指

示

①特別警報

②気象庁、県からの防災情報

③災害の発生

①避難指示の発令

②住民への避難指示

③災害対策本部への移行
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４ 情報の収集・伝達及び広報活動

４－１ 連絡系統図

報道機関 静岡県本部・災害対策本部

県対策本部東部支部

県警察本部

御殿場警察署

小山交番

小山町災害対策本部

消防署・消防団本部

防災行政

無線

県

防

災

衛

星

回

線

県
防
災
行
政
無
線
Ｆ
Ａ
Ｘ

警
察
電
話

警
察
無
線

Ｆ
Ａ
Ｘ

防
災
行
政

無
線

近

隣

市

町

村 町

内

移

動

局

足

柄

支

部

北

郷

支

部

須

走

支

部

生

涯

学

習

支

部

町

内

救

護

所

消
防
団
七
個
分
団

御･

小

広

域

消

防

署

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

ア

マ

チ

ュ

ア

無

線

一

般

町

民

自

主

防

災

会

町行政無線（おやま）

（こうほうおやま）

電話

テ
レ
ビ

ラ
ジ
オ

県
防
災
衛
星
回
線

防災行政無線
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４－２ 同報無線屋外子局等設置場所一覧表

４－３ 避難地電話番号一覧表

◎ 一般電話の外、避難地特設公衆電話設置済み。

設置場所 屋外子局
再送信

子局

簡易

中継局

モーター

サイレン

下谷地区広場 ○

生土公民館 ○

小山町役場 ○ ○

成美小学校 ○

湯船町住広場 ○ ○

明倫小学校 ○

足柄小学校 ○

足柄コミセン ○

桑木公民館付近 ○ ○

下古城掲示板前 ○

大胡田公民館 ○

小山町総合文化会館 ○

北郷小学校 ○

一色正倉研修センター ○

棚頭コミセン ○

上野公民館 ○

中日向公民館 ○

大御神コミセン ○

大御神萬昌寺付近 ○

須走小学校 ○

富士総合グラウンド ○

須走高原ゴルフ前 ○

消防須走分署 ○ ○

消防第７分団詰所 ○

吉久保明倫館 ○

小山消防署 ○ ○

須走支所 ○

種別等

名 称

広域

一次

避難

地別

有効

面積

(ha)
番 号

種別等

名 称

広域

一次

避難

地別

有効

面積

(ha)
番 号

小山中学校 一次 1.69 76-0154 北郷小学校 一次 2.18 78-0520

成美小学校 一次 1.96 76-0063 北郷中学校 一次 3.95 78-0514

明倫小学校 一次 1.35 76-0064 須走小学校 一次 1.80 75-2730

足柄小学校 一次 1.32 76-0596 須走中学校 一次 2.19 75-2004

生涯学習センター 広域 2.72 76-5700 須走総合ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 一次 3.00

健康福祉会館広場 一次 0.20 76-6666 県立小山高校 一次 2.00 76-1188
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４－４ 特設公衆電話設置場所一覧表

建 物 名 利用場所 設置台数

小山町総合文化会館 事務室 １

小山町健康福祉会館 事務室 １

須走総合グラウンド グラウンド １

須走小学校 事務室 １

須走中学校 職員室 １

明倫小学校 職員室 １

足柄小学校 職員室 １

小山中学校 職員室 １

成美小学校 事務室 １

北郷中学校 玄関 １

北郷小学校 事務室 １

県立小山高校 体育館事務室 １
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４－５ 小山町自主防災会連合会規約

（目的）

第１条 この規約は、町民の隣保共同の精神に基づき、自主的な防災活動を効果的に行うことにより

地震、水害、その他異常気象による被害（以下「災害」という。）の防止、及び被害の軽減を図るこ

とを目的とする。

（会の名称）

第２条 この会は、小山町自主防災会連合会（以下「本会」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条 本会の事務所は防災事務を担当する課に置く。

（事 業）

第４条 本会は、この規約の目的を達成するため次の事業を行う。

(1) 防災に関する知識の普及活動

(2) 災害予防活動

(3) 地区防災会との連絡調整

(4) 地区防災会の防災訓練と指導育成

(5) その他本会の目的を達成するための必要な事項

（会 員）

第５条 本会は、小山町内に設置されている自主防災会長を以て構成する。

（役 員）

第６条 本会に次の役員を置く。

(1) 会長 １名

(2) 副会長 ４名

(3) 幹事 若干名

（役員の選出）

第７条 本会の役員は会員の互選による。

（役員の任期）

第８条 役員の任期は、１年とする。ただし、再任をさまたげない。

（役員の任務）

第９条 役員の任務は、次のとおりとする。

(1) 会長は、会務を総括し、本会を代表する。また、会議の議長となる。

(2) 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代理する。

(3) 幹事は、役員会の構成員として会務の運営にあたる。

（会 議）

第 10 条 会議は、総会及び役員会として必要な都度会長が召集する。
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（総 会）

第 11 条 総会は、全会員を以って構成する。

(1) 総会は、毎年１回開催する。

(2) 総会は、次の事項を審議する。

ア 規約の改正に関すること。

イ 事業計画に関すること。

ウ その他特に必要と認めたこと。

(3) 総会は、その付議事項の一部を役員会に委任することができる。

（役員会）

第 12 条 役員会は、会長、副会長及び幹事によって構成する。

２．役員会は、次の事項を審議する。

(1) 総会に提出すべき事項。

(2) 総会により委任されたいこと。

（事業年度）

第 13 条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

附 則

この規約は、昭和５２年１０月１９日から施行する。
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４－６ 自主防災組織と任務分担

注

１．情報班は、ボランティアとしてアマチュア無線局による情報の伝達も確保すること。

２．消火、水防班は、火防隊等の消防資材による活動を考慮しておくこと。

班 別 任 務 分 担

本 部

会 長

副 会 長

(1) 防災組織の編成及び任務分担に関すること。

(2) 災害発生時の指揮及び防災訓練についての総括に関すること。

(3) 会の経理に関すること。

(4) 防災資機材のあっせん及び備蓄等に関すること。

(5) 防災教育の推進に関すること。

消 火 ･ 水 防 班

(1) 住民の消火作業、水防作業等の指導教育に関すること。

(2) 消火器使用に関する知識の普及に関すること。

(3) 消防資機材の点検に関すること。

救 出 ・ 救 助 班

(1) 負傷者の救出、救助及び資機材の調達に関すること。

(2) 住民の救出、救助訓練に関すること。

(3) 災害弱者等の安否確認と救出に関すること。

情 報 班

(1) 本部との連絡に関すること。

(2) ラジオ、町広報による情報の収集、住民への伝達、地区への被

害状況等の把握に関すること。

(3) 警戒宣言発令時の住民への周知徹底に関すること。

避 難 誘 導 班

(1) 避難地、避難路等の点検調査に関すること。

(2) 会長の指示に基く地区民の避難誘導及び避難人員の点呼に関す

ること。

(3) 避難訓練の指導教育に関すること。

生 活 班

(1) 区又は町等から提供された食料等の配布、炊き出し等による給

食に関すること。

(2) 避難所生活の計画及び調整に関すること。

(3) 災害本部と協力し、飲料水の確保、給水に関すること。

(4) 濾水機の活用に関すること。

衛 生 救 護 班

(1) 負傷者の応急救護及び医薬品、資機材の調達等に関すること。

(2) 住民の救急法、応急手当ての方法等の衛生知識の普及に関する

こと。

(3) 仮設便所の設置等に関すること。

安 全 点 検 班
(1) 地域の巡回点検の実施、危険箇所及び危険物の調査に関するこ

と。

清 掃 班 (1) ごみ処理及びがれき等廃棄物処理に関すること｡

補 修 班 (1) 家屋等の補修に必要な資機材と人員の確保に関すること
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４－７ 自主防災会一覧表と集合場所

番号 自主防災会名 集 合 場 所 番号 自主防災会名 集 合 場 所

１ 小山１区 元青雲寮跡地 ２３ 桑木区 公民館

２ 小山２区 小山公園駐車場 ２４ 用沢区 公民館

３ 小山３区 小山 3 区コミセン ２５ 棚頭区 コミセン広場

４ 小山４区 コミュニティ広場 ２６ 大御神区 コミセン広場

５ 生土区 生土神社北広場 ２７ 中日向区 公民館

６ 音渕区 音渕区公園 ２８ 上野区 公民館

７ 中島区
中島区コミセン広

場
２９ 阿多野区 公民館

８ 柳島区 宮の前広場 ３０ 吉久保区 明倫館

９ 湯船区 湯船公民館 ３１ 下古城区 集会所

１０ 藤曲区 成美小学校 ３２ 大胡田区 公民館

１１ 落合区 小山中学校 ３３ 上古城区 コミセン広場

１２ 南藤曲区 公民館

３４ 一色区

防災会館

１３ 茅沼区 八幡神社境内 コミセン

１４ 菅沼区 日吉神社境内 研修センター

１５ 坂下区 甘露寺 下小林善公館

１６ 谷戸区 明倫小学校 ３５ 上本町区
すばしりこども園

（旧保育園）

１７ 大脇区 大脇会館 ３６ 下本町区 須走小学校

１８ 原向区 元町営原向住宅 ３７ 東原区 官舎前広場

１９ 所領区 コミセン広場 ３８ 下原区 集会所

２０ 宿区 足柄コミセン ３９ 緑ケ丘区 集会所

２１ 向方区 足柄小学校 ４０ 雲雀ケ丘区 須走総合グラウンド

２２ 新柴区 公民館
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４－８ 報道機関名簿

地方紙記者名簿

社 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

㈱静岡新聞社

御殿場支局
御殿場市二枚橋 55-25 (82)0157 (83)9437

㈱岳麓新聞社 御殿場市新橋 669-25 (82)0080 (82)0088

㈱富士と生きる

（日刊静岡）
御殿場市川島田 1440 (89)8930 (89)8932

沼津記者会 FAX 055(934)1109

社 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

ＮＨＫ静岡放送局

沼津支局
沼津市吉田町 1-1 イースト永代橋ﾋﾞﾙ 2F 055(931)7475 055(931)7142

(株 )静岡朝日テレビ

東部支社
沼津市大手町 1-1-6 イ－ラｄｅ3F 055(951)3100 055(951)3903

(株 ) 静 岡 第 一 テ レ ビ

東部支局
沼津市大手町 2-31-2 ｵ-ﾂ-ﾋﾞﾙ 5F 055(963)4777 055(962)7310

静岡放送㈱

東部総局
沼津市魚町 1 サンフロント 4F 055(962)0383 055(962)6515

㈱テレビ静岡

沼津支社
沼津市大手町 2-4-1 沼津第一生命ﾋﾞﾙ 5 階 055(962)7374 055(954)0710

朝日新聞 富士支局 富士市緑町 1-28 星野新聞堂 302 0545(51)1559 0545(30)8758

読売新聞 沼津支局
沼津市大手町 3­2­15 沼津駅前 YK ﾋﾞﾙ

5F
055(951)8880 055(951)8881

毎日新聞 沼津支局 沼津市大手町５-１１-３ﾗﾋﾟｭﾀｰﾋﾞﾙ３F 055(962)0204 055(964)0225

時事通信社

沼津支局
沼津市添地町 37 三鋼ビル 2F 055(963)5115 055(951)0660

中日新聞・東京新聞

沼津支局
沼津市大手町 2-9-5 堺沢ビル 5F 055(962)1123 055(962)5964

その他

社 名 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ

小山町テレビ共聴組

合
小山町生土 59-10 (76)4832 (76)1236

(株 )TOKAI

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ

御殿場支店

御殿場市川島田 435-1 (82)6751 (82)6836

産経新聞 静岡支局 静岡市葵区伝馬町９-１河村ビル２Ｆ 054(255)5026 054(255)0038

㈱建通新聞社

沼津支局
沼津市平町 18-20 川口第二ﾋﾞﾙ 055(962)5167 055(951)6965

日本経済新聞

静岡支局
静岡市葵区西草深町 5-18 054(253)7191 054(252)4943

㈱エフエム御殿場 御殿場市川島田 532-1 エピスクエア内 (84)0863 (84)5858
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４－９ 小山町建設業協会地震等緊急時登録会員名簿

第一対策本部 小山町商工会

電 話 ７６－１１００

小山町建設業協会災害対策組織

会社名 住 所 電話番号 ＦＡＸ 備 考

㈱小方組 小山７９ ７６－１９１９ ７６－１９９６

富士峰建設㈱ 小山７１ ７６－０２３５ ７６－０７３８

松井建設㈱ 小山３３９ ７６－０１３３ ７６－３３５４

大幸建設㈱ 生土７０－１ ７６－０２４１ ７６－５０８１

佐野建設㈱ 小山９６－１ ７６－０３１８ ７６－２３２６

東静建設㈱ 生土２４－１ ７６－０１５２ ７６－４５８３

臼幸産業㈱ 藤曲１０９－１ ７６－１２００ ７６－４９２３

㈱室伏組 菅沼９７６－４８ ７６－０４６１ ７６－４９１３

㈲渡邊組 菅沼７６８－１ ７６－０２２３ ７６－１２２３

㈱田代建設 大胡田１０７７ ７６－０５０３ ７６－１９６０

㈲小山庭園 一色６５０ ７８－０１１７ ７８－０１２７

㈱和太組 用沢１９６－５ ７８－０５４８ ７８－０８８４

㈲斉藤工務店 須走２９５ ７５－２１１１ ７５－３８３３

㈲棗組 生土２０４－１ ７６－３３１６ ７６－３４４３

協会対策本部

建設業協会災害支援活動本部(小山町商工会内) ７６－１１００

協会長 田代 和美 ７６－０５０３

情報収集係 対策係 重機・資材係

臼幸産業㈱ ７６－１２００

㈲小山庭園 ７８－０１１７

東静建設㈱ ７６－０１５２

松井建設㈱ ７６－０１３３

㈱小方組 ７６－１９１９

富士峰建設㈱ ７６－０２３５

㈱室伏組 ７６－０４６１

㈲棗組 ７６－３３１６

㈱和太組 ７８－０５４８

㈲斉藤工務店 ７５－２１１１

大幸建設㈱ ７６－０２４１

佐野建設㈱ ７６－０３１８

㈲渡邊組 ７６－０２２３
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５ 防災関連施設・設備等

５－１ ヘリポート設置予定場所

ヘリポートの具備すべき条件

１ 離着陸場の基準（着陸のための最小限所要地積）

施 設 名 所 在 地 電 話
広さ

巾ｍ×長さｍ
備 考

明倫小学校グラウンド 小山町菅沼６２７ 76-0064 ５５×１００

須走小学校グラウンド 〃 須走７０－１８ 75-2730 ６０×１３０

北郷小学校グラウンド 〃 用沢６０４－１ 78-0520 ９０×１５０

小山中学校グラウンド 〃 藤曲１４２ 76-0154 ８０×９０

足柄小学校グラウンド 〃 竹之下2411ー1 76-0327 ６０×１００

多目的広場 〃 吉久保４０ー１ 76-5700 ８０×１５０ 自衛隊集結地

足柄ふれあい公園 〃 竹之下 2481-2 76-1111 ６０×１００ 防災・ドクターヘリ限定

須走総合グラウンド 〃 須走 76-5715 113×146

北郷中学校グラウンド 〃 用沢３５５ 78-0514 85×133

成美小学校グラウンド 〃 藤曲１５０ 76-0063 64×105

県立小山高校

グラウンド
〃 竹之下３６９ 76-1188 95×208
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ア 重荷重状態になるほど進入角は浅くする必要がある（積載重量に影響を受ける。）

イ 上記の表内基準は、気温・温度・風向・高度等天候の条件により変動する。

ウ 不整地等において着陸点を選定する場合、着陸帯においてはローターの回転面下の草木、

着陸点においては、スキッド間隔及び長さの部分、又は車輪間隔及び前・後車輪間の長さの部

分の整地が必要である。

２ 地表面

（１）舗装された場所が最も望ましい。

（２）グラウンド等の場合、板、トタン、砂塵等が巻き上がらないよう措置すること

（地表面が乾燥している場合は、砂塵巻上げ防止のため十分な散水を行う）。

（３）草地の場合は、硬質低草地であること。

３ 着陸点

着陸点のほぼ中央に石灰等で直径 10ｍの正円を画き、中央にＨと記す。

４ 着陸帯付近（着陸点中央からなるべく離れた地点で地形、施設等による風の影響の少ない場所）

に吹き流し、または旗をたてる。

（１）布製

（２）風速 25ｍ／秒程度に耐えられる強度

５ 救急車等、車両の出入の便がよい場所であること。

６ 電話等、通信手段の利用が可能であること。

７ 離着陸地帯にみだりに人が近づかないよう配慮すること。特に、ヘリコプターのテールロータ

ーには、注意がおろそかになる傾向があるので、機体の尾部には絶対に近づかないよう配慮する

必要がある。

８ 安全監視員を配置する。
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５－２ 防災拠点施設

６ 避難地・避難所関係

６－１ 広域避難地・一次避難地

６－２ 指定避難所と指定緊急避難場所

① 指定避難所とは

災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなくなるまでに必要な間滞在させ、または

災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させるための施設。

② 指定緊急避難場所とは

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から逃れるための避難場所

③ 指定避難所と指定緊急避難場所は、相互に兼ねることができる。

区 分 拠点開設予定施設 主な目的

自衛隊災害派遣部隊 生涯学習センター
・自衛隊災害派遣部隊の受援拠点

・拠点ヘリポート

緊急消防援助隊
生涯学習センター

須走多目的広場
・緊急消防援助隊の受援拠点

警察広域緊急援助隊 生涯学習センター
・広域緊急援助隊の受援拠点

・静岡県警察御殿場警察署災害警備本部の代替施設

防災拠点
道の駅「ふじおやま」

道の駅「すばしり」

・観光客、通過客の一時避難施設

・物流受入拠点

・広域進出拠点

・町外避難時における出発のための一時集結地

備 考

１ 国への要望

防災拠点の充実及び機能強化のため、駐車場の拡幅や観光客、通過客

の一時避難施設に必要な情報掲示板、マンホールトイレ及び備蓄倉庫等

の整備

２ 町の施策

町民、観光客、通過客等の一時避難対応のため、継続的に食料、飲料

水等を備蓄する。

区 分 定 義 施設名 所在地

広域避難地

地震発生後に発生する火災から避難

者の生命を保護するものであり、かつ消

防用水利及び消防資機材置場等の施設、

食料備蓄施設等の防災上必要な施設を

設け、救護復旧活動の拠点となるもの。

生涯学習センター 阿多野 130

一次避難地

広域避難地に到達するまでの間に、避

難の中継拠点設け、避難に伴う不安や混

乱を防ぎ、住民の避難誘導、情報伝達、

応急救護を行うとともに、火災による死

亡の機能防止機能を果たすもの。

健康福祉会館 小山 75-7

小山中学校 藤曲 142

成美小学校 藤曲 150

明倫小学校 菅沼 627

足柄小学校 竹之下 2411-1

北郷中学校 用沢 355

北郷小学校 用沢 604-1

須走中学校 須走 99-1

須走小学校 須走 70-18

須走総合グラウンド 須走 347

県立小山高校 竹之下 369
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※須走総合グラウンドは、指定緊急避難場所のみ。その他の施設は指定避難所を兼ねるものとする。

※本表は、南海トラフ大地震、鮎沢川水位周知河川指定、富士山噴火想定改訂に伴い見直しを実施する。

６－３ 福祉避難所

６－４ 原子力災害時の焼津市避難者の受け入れ等

本表の他、神奈川県への避難者の一部が、本町の富士スピードウエイを避難中継所として使用する。

施設名 所在地
延床（有効）

面積(㎡)
構造

災害態様別

風水害 地震 富士山噴火

生涯学習センター 阿多野 130 ２，５８７ 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○

健康福祉会館 小山 75-7 ３，３７７ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○

小山中学校 藤曲 142 ７，３００ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○

成美小学校 藤曲 150 ５，７５６ 鉄骨造 ○ ○ ○

明倫小学校 菅沼 627 ２，７７３ 鉄骨造 ○ ○ ○

足柄小学校 竹之下 2411-1 １，９５３ 鉄骨造 ○ ○ ○

北郷中学校 用沢 355 ５，５３９ 鉄骨造 ○ ○

北郷小学校 用沢 604-1 ４，８６４ 鉄骨造 ○ ○

須走中学校 須走 99-1 ３，３９８ 鉄骨造 ○ ○

須走小学校 須走 70-18 ４，０５６ 鉄骨造 ○ ○

県立小山高校 竹之下 369 ２，７７４ 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○ ○ ○

※須走総合ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 須走 347 (２５，５６１) ― ○ ○

協 定 先 協定対象施設名 所 在 地 電 話

（福）ミルトス会
知的障害者厚生施設「駿東学園」

小山町吉久保 1050 76-3808
駿東学園地域活動支援ｾﾝﾀｰ「こでまり」

（一社）須走彰徳山林会
須走災害対策センター 小山町須走 81-1 86-3773

須走東災害対策センター 小山町須走 16-12 86-3037

（福）寿康会

特別養護老人ホーム徳風園
小山町上野 1440-1 76-3388

デイサービスセンター徳風園

特別養護老人ホーム平成の杜 小山町小山 255-2 76-8008

養護老人ホーム平成の杜 小山町小山 255-2 76-8000

デイサービスセンター平成の杜 小山町小山 255-2 76-0866

（医）静寿会 介護老人保健施設おやまの杜 小山町菅沼1839-3 78-1911

（医）青虎会
介護老人保健施設 菜の花の丘

小山町竹之下３２１ 76-5800
介護付き有料老人ホーム 菜の花の丘

（福）婦人の園 障害者支援施設 インマヌエル 小山町須走 495-222 75-0550

避難地区 避難経由所 避 難 所 備考

下江留地区

（しもえどめ ちく）
小山町総合文化会館

（小山町阿多野 １３０番地）

町内指定避難所 １１ヵ所

（細部は、今後検討）

想定避難人数

約 2.500 人
つつじ平地区

（つつじだいら ちく）
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７ 医療救護・衛生

７－１ 医療救護本部・救護病院・災害拠点病院

●医療救護本部

●救護病院

●災害拠点病院

７－２ し尿処理施設・し尿処理業者、ごみ処理施設

◆し尿処理施設一覧表

◆し尿処理業者一覧表

◆ごみ処理施設一覧表

本 部 名 所 在 地 電話番号

医療救護本部(御殿場市保健センター) 御殿場市西田中 237-7 ８２-１１１１

医療救護本部（小山町災害対策本部） 小山町阿多野１３０ ７６-５７００

病 院 名 所 在 地 電話番号 病床数

富士小山病院 用沢４３７－１ 78-1200
一般 39 床

介護 60 床

自衛隊富士病院 須走４８１－２７ 75-2311 一般 050 床

病 院 名 所 在 地 電話番号

順天堂大学医学部附属静岡病院 〒410-2295 伊豆の国市長岡 1129 055-948-3111

三島総合病院 〒411-0801 三島市谷田字藤久保 2276 055-975-3031

沼津市立病院 〒410-0302 沼津市東椎路春ノ木 550 055-924-5100

地方独立行政法人国立病院機構

静岡医療センター
〒411-8611 駿東郡清水町長沢 762-1 055-975-2000

富士市立中央病院 〒417-8567 富士市高島町 50 0545-52-1131

富士宮市立病院 〒418-0076 富士宮市錦町 3-1 0544-27-3151

施設名 所在地 処理能力

御殿場市・小山町広域行政組合衛生センター 御殿場市中丸 19 １４０ｋｌ／日

業者名 所在地 電話番号 車両台数

富士総業㈱ 小山町一色 200-1 ７６－５３５３ ４

北駿運送㈱ 小山町菅沼 367-4 ７６－０３３７ ３

高森商事㈱ 御殿場市竈 498-2 ８２－１９１１ 1０

㈱東海衛生 御殿場市東田中 677-7 ８２－０５２６ ４

区分 施設名 所在地 処理能力

可燃ごみ
御殿場市・小山町広域行政組合

焼却センター
御殿場市板妻 862-15 １４３ｔ／日

不燃ごみ

粗大ごみ

資源物（古紙除く）

御殿場市・小山町広域行政組合

再資源化センター
御殿場市神場 2536-23 ２０．６ｔ／日



資料編

資料－53

８ 災害救助法関連

８－１ 災害救助法の適用基準 （災害救助法施行令第 1 条第 1 号から第 4 号）

災害救助の手引き（平成３１年 4 月 静岡県健康福祉部）

被害報告の区分と内容

災害救助の手引き（平成３１年 4 月 静岡県健康福祉部）

区 分 内 容

１号適用 町内の滅失世帯数が「５0 世帯」に達したとき

２号適用
被害が広範囲にわたり、県内の滅失世帯の総数が「2,500 世帯」以上に達し、かつ、町

内の滅失世帯が「２５世帯」以上に達したとき

３号適用

ア 被害が県内全域に及ぶ災害で、県内の住家の滅失世帯数が「12,000 世帯」以上に

達した場合で、町内の被害世帯が「多数」であるとき

「多数」とは、概ね 5 世帯以上とし、町の被害状況が特に援助を要する状態にある

と判断されたとき

イ 災害にかかった者の救護を著しく困難とする特別の事情がある場合で、しかも「多

数の世帯」の住家が滅失したとき

「特別の事情」とは次の２つの場合

①食品、生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要とする場合

②被災者の救出に特殊の技術を必要とする場合

４号適用

多数の者が生命又は身体に危険を受け、又は受けるおそれが生じたとき

①多数の者が避難して継続的に救助を必要とする場合

②被災者に対する食品、生活必需品の給与に特殊の補給方法を必要とし、又は被災者

の救出に特殊の技術を必要とする場合

状 況 報告先 報告の内容 方 法 報告時期

発

生

報

告

災害救助法の適

用が明らか、もし

くは法適用が見

込まれる場合

県東部方面本

部

・災害発生の日時及び地域名

・災害の原因

・調査班の派遣状況

・発生時の被害状況

・法適用の有無

・既にとった措置及びとろうとす

る措置

【迅速に】

・電話

・ＦＡＸ

・無線

発生後可及的速

やかに報告

中

間

報

告

災害救助法適用

後

御殿場健康福

祉センター

・発生報告の内容の変更

・救助の種類別実施状況（日報）

【具体的に】

・電話

・ＦＡＸ

・文書

法適用後、救助

の実施期間中毎

日報告

確

定

報

告

災害救助法によ

る応急救助が完

了後

御殿場健康福

祉センター

・被害状況の確定報告及び災害救

助費の概算所要額等

・その他必要と認められる全般的

な内容

【正確に】

・文書

応急救助が完了

した後、できる

限り早い時期
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８－２ 応急救助事務早見表

救助の

種類
対 象 費用の限度額 期 間 備 考

避 難 所 の

設置

災害により現に被害

を受け、又は被害を受

けるおそれのある者

に供与する。

（基本額）

避難所設置費：1 人１日当

り 3２0 円以内

高齢者等の要援護者等を

収容する「福祉避難所」を

設置した場合、当該地域に

おける通常の実費を支出

でき、上記を超える額を加

算できる。

避難所での生活が長期に

わたる場合等においては、

健康上の配慮等により、ホ

テル・旅館など宿泊施設を

借り上げ、供与できる。

災 害 発 生

か ら ７ 日

以内

１ 費用は、避難所の設置、

維持及び管理のための賃

金職員雇上費、消耗器材

費、建物等の使用謝金、器

物の使用謝金、借上費又は

購入費、光熱水費並びに仮

設便所等の設置費を含む。

２ 避難に当たっての輸送

費は別途計上

応 急 仮 設

住 宅 の 供

与（建設型

仮設住宅）

住家が全壊、全焼又は

流失し、居住する住家

がない者で、自らの資

力では住宅を得るこ

とができない者

１ 規格

応急銃所の趣旨を踏

まえ、実施主体が地域の

実情、世帯構成等に応じ

て設定

２ 限度額

1 戸当たり

5,610,000 円以内

３ 同一敷地内に概ね 50

戸以上設置した場合は、

集会等に利用するため

の施設を設置で、50 戸

未満でも戸数に応じた

小規模な施設を設置で

きる。（規模、費用は別

に定めるところによる）

災 害 発 生

日から 20

日 以 内 着

工

１ 高齢者等の要援護者を

数人以上収容する「福祉仮

設住宅」を設置できる。

２ 供与期間 最高 2 年以

内

３ 供与終了に伴う解体撤

去及び土地の原状回復の

ため支出できる費用は、当

該地域における実費とす

る。

応 急 仮 設

住宅（借上

型 仮 設 住

宅）

住宅が全壊、全焼又は

流失し、居住する住家

がない者であって、自

らの資力では住宅を

得ることができない

者

規格 応急銃所の趣旨を

踏まえ、実施主体が地域の

実情、世帯構成等に応じて

設定

発 生 後 速

や か に 借

り上げ

供与期間 最高 2 年以内

炊 き 出 し

そ の 他 に

よ る 食 品

の給与

１ 避難所にしてい

る者

２ 住家に被害を受

け、又は災害により

現に炊事できない

者

1 日１人当り 1,１４0 円

以内

災 害 発 生

日 か ら ７

日以内

食品給与のための総経費を

延給食日数で除した金額が

限度額内であればよい。

（1 食は 1/3 日）

飲 料 水 の

供給

現に飲料水を得るこ

とができない者（飲料

水及び炊事のための

水であること。）

当該地域における通常の

実費

災 害 発 生

日 か ら ７

日以内

輸送費、人件費は別途計上

被服、寝具

そ の 他 生

活 必 需 品

の 給 与 又

は貸与

全半壊（焼）、流失、

床上浸水等により、生

活上必要な被服、寝具

その他生活必需品を

喪失、又は損傷し、直

ちに日常生活を営む

ことが困難な者

１ 夏季（4 月～9 月）冬

季（10 月～3 月）の季

別は災害発生の日をも

って決定する。

２ 下記金額の範囲内

災 害 発 生

の 日 か ら

10 日以内

１ 備蓄物資の価格は年度

当初の評価額

２ 現物給付に限ること
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区 分 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯

6 人以上

1 人増す

毎に加算

全 壊

全 焼

流 出

夏 18,500 23,８00 35,100 42,000 53,200 7,８00

冬 30,600 39,700 55,200 64,500 81,200 11,200

半 壊

半 焼

床上浸水

夏 6,000 8,100 12,200 14,800 18,700 2,600

冬 9,800 12,800 18,100 21,500 27,100 3,500

医療
医療の途を失った者

（応急的処置）

１ 救護班

使用した薬剤、治療材

料、医療器具の破損等の

実費

２ 病院・診療所

国民健康保険診療報

酬の額以内

３ 施術者

協定料金の額以内

災 害 発 生

の 日 か ら

14 日以内

患者等の輸送費・人件費は、

別途計上

助産

災害発生日以前又は

以後 7 日以内に分娩

した者であって災害

のため助産の途を失

った者（出産のみなら

ず、死産及び流産を含

み現に助産を要する

状態にある者）

１ 救護班等による場合

は、使用した衛生材料等

の実費

２ 助産師による場合は、

慣行料金の 100 分の

80 以内の額

分 娩 し た

日 か ら 7

日以内

妊婦等の輸送費・人件費は、

別途計上

被 災 者 の

救出

１ 現に生命、身体が

危険な状態にある

者

２ 生死不明の状態

にある者

当該地域における通常の

実費

災 害 発 生

日 か ら 3

日以内

１ 期間内に生死が明らか

にならない場合は、以後

「死体の捜索」として取り

扱う。

２ 輸送費、人件費は、別途

計上

被 災 し た

住 宅 の 応

急修理

１ 住宅が半壊（焼）

し、自らの資力によ

り応急修理をする

ことができない者

２ 大規模な補修を

行わなければ居住

することが困難で

ある程度に住家が

半壊（焼）した者

居室、炊事場及び便所等日

常生活に必要最小限度の

部分

1 世帯当たり

58４,000 円以内

災 害 発 生

の 日 か ら

1 ヶ 月 以

内

学 用 品 の

給与

住家の全壊（焼）、流

失、半壊（焼）又は床

上浸水により学用品

を喪失又は毀損し、就

学上支障のある小学

校児童、中学校生徒及

び高等学校等生徒

１ 教科書及び教科書以

外の教材で教育委員会

に届出又はその承認を

受けて使用している教

材、又は正規の授業で使

用している教材実費

２ 文房具及び通学用品

は、1 人当たり次の金額

以内

小学校児童 4,４00 円

中学校生徒 4,700 円

高等学校等生徒

５,100 円

災 害 発 生

日から

(教科書)

1 ヶ 月 以

内

(文房具及

び 通 学 用

品)

15 日以内

１ 備蓄物資は評価額

２ 入進学時の場合は個々

の実情に応じて支給する。

埋葬

災害の際死亡した者

を対象にして実際に

埋葬を実施する者に

支給

１体当り

大人（12 歳以上）

2１1,300 円以内

小人（12 歳未満）

16８,900 円以内

災 害 発 生

日から 10

日以内

災害発生の日以前に死亡し

た者であっても対象となる。
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※この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、県知事は内閣総理大臣に協議し、その同意を得た

上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。

災害救助の手引き（平成３１年 4 月 静岡県健康福祉部）

死 体 の 捜

索

行方不明の状態にあ

り、かつ、四囲の事情

により既に死亡して

いると推定される者

当該地域における通常の

実費

災 害 発 生

日から 10

日以内

１ 輸送費、人件費は、別途

計上

２ 災害発生後 3 日を経過

したものは一応死亡した

者と推定している。

死 体 の 処

理

災害の際死亡した者

について、死体に関す

る処理（埋葬を除く。）

をする。

（洗浄、消毒等）

1 体当り 3,400 円以内

（一時保存）

既存建物借上費

通常の実費

既存建物以外

1 体当り 5,３00 円以内

（検案）

救護班以外は慣行料金

災 害 発 生

日から 10

日以内

１ 検案は原則として救護

班

２ 輸送費、人件費は、別途

計上

３ 死体の一時保存用にド

ライアイスの購入費等が

必要な場合は当該地域に

おける通常の実費を加算

できる。

障 害 物 の

除去

居室、炊事場、玄関等

に障害物が運び込ま

れているため生活に

支障をきたしている

場合で自力では除去

することのできない

者

1 世帯当り

135,400 円以内

害 発 生 日

から10日

以内

輸 送 費 及

び 賃 金 職

員 等 雇 上

費

１ 被災者の避難に

係る支援

２ 医療及び助産

３ 被災者の救出

４ 飲料水の供給

５ 死体の捜索

６ 死体の処理

７ 救済用物資の整

理配分

当該地域における通常の

実費

救 助 の 実

施 が 認 め

ら れ る 期

間以内

実費弁償

災害救助法施行令第

４条第 1 号から第 4

号までに規定する者

災害救助法第 7 条第 1 項

の規定により救助に関す

る業務に従事させた都道

府県知事の総括する都道

府県の常勤の職員で当該

業務に従事した者に相当

するものの給与等を考慮

して定める。

救 助 の 実

施 が 認 め

ら れ る 期

間以内

時間外勤務手当及び旅費は

別途に定める額
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８－３ 遺体安置所関連資料

８－３－１ 遺体安置所要図等（小山フィルムファクトリー）
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８－３－２ 遺体安置所運営組織表

遺体安置所運営組織表

業務内容の細部は、遺体措置計画において示す。

本部遺体措置対策班（5 名）

職名等 業 務 内 容

班 長 住民対策部長（兼務） 遺体措置対策の総括に関すること

統 括 総括部長指名者（兼務）
・遺体の捜索に関すること

・遺体収容所の確保及び機能の確保に関すること

班 員

総務部長指名者
・現地遺体措置対策班と災害対策本部との連絡調整に関すること

・遺体収容所との調整、要員の確保に関すること

情報連絡部長指名者 ・遺体処理に必要な資機材の調達に関すること

住民対策部長指名者

・検案医師の確保に関すること

・死亡届の受理及び埋火葬許可証の発行に関すること

・斎場との連絡調整に関すること

現地遺体措置対策班（12 名）

職名等 業 務 内 容

班 長 住民対策部長指名者 現地遺体措置対策班の総括に関すること

総

務

係

統括 住民対策部長指名者
・遺体・遺品の受付に関すること

・遺品の管理・引渡しに関すること

・本部遺体措置対策班との連絡調整に関すること

・遺体の引渡し（身元確認係と共同）に関すること
係員 （受援職員）

遺族対応係

総務部長指名者
・遺族などからの相談、安否確認対応に関すること

・その他、遺体処理などに関する相談対応に関すること
（受援職員）

遺体処置係

住民対策部長指名者
・検視・検案の補助に関すること

・遺体の洗浄・縫合・消毒に関すること

・遺体の一時保存処理に関すること

復旧対策部長指名者

（受援職員）

身元確認係

住民対策部長指名者 ・身元不明遺体の確認作業に関すること

・身元特定作業に関する関係機関との連絡調整に関すること

・遺体・遺品の引渡し（総務係と共同）に関すること（受援職員）

搬送係

住民対策部長指名者

・身元不明遺体の搬送・収容に関すること

・遺体の洗浄・縫合・消毒（遺体処置係と共同）に関すること
情報連絡部長指名者
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９ 交通・輸送

９－１ 緊急通行車両の事前届出手続

(県警察本部)

指定行政機関等が行う災害応急対策の迅速化及び発災後の確認手続きの効率化に資するため、緊

急通行車両の事前届出を推進するものとする。

１ 事前届出手続き

事前届出対象車両は次のいずれにも該当する車両であること。また、車両使用の本拠地は県内

とする。

(1)指定行政機関等が所有し、若しくは指定行政機関等が契約により常時指定行政機関等の活動の

ために専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両であること。

(2)大規模地震対策特別措置法第 21 条に定める地震防災応急対策に係る緊急輸送又は災害対策基

本法第 50 条に定める災害応急対策を実施するために使用される計画がある車両であること。

２ 届出の方法

(1)警察署交通課に備え付けてある緊急通行車両事前届出書により届け出る。

(2)緊急通行車両を使用する指定行政機関等の所在地を管轄する警察署交通課に提出する。

３ 緊急通行車両事前届出済証（以下「届出済証」という。）の交付

(1)審査を経た緊急通行車両については届出済証を警察署を経由して交付する。

(2)届出済証の交付を受けた車両は届出済証を自動車検査証と一体保管する。

４ 届出済証の返納

届出済証の交付を受けた者は、次の場合に公安委員会に対し届出済証を返納するものとする。

(1)当該車両が、緊急通行車両に該当しなくなったとき。

(2)当該車両が廃車となったとき。

(3)その他の理由により緊急通行車両としての必要性がなくなったとき。

緊急標章
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９－２ 緊急通行車両の確認申請及び確認手続

(県警察本部)

大規模地震対策特別措置法又は災害対策基本法に基づく通行禁上が実施された場合における緊急

通行車両の確認申請及び確認手続きは次によるものとする。

１ 緊急通行車両事前届出済証（以下「届出済証」という。）を携帯している緊急通行車両の場合

(1)段階別の指定

届出済証には段階別通行区分が指定されていることから、原則として指定された段階別に確認

申請を行うものとし、段階別の確認申請の時期は、公安委員会がマスコミ等を通じて広報するも

のとする。

(2)確認申請の方法

確認申請は公安委員会に対し届出済証を提示して行うものとし、次の場所で受理する。

ア 警察本部

イ 各警察署

ウ 交通検問所

(3)確認の方法

ア 届出済証を携帯している緊急通行車両の確認は他に優先して行うものとする。

イ 前記申請に基づき公安委員会は、緊急通行車両にあたることを確認した場合には、所定の

緊急標章（以下「標章」という。）及び緊急通行車両確認証明書（以下「確認証明書」という。）

を車両１台につき１通交付する。

(4)確認証明書及び標章の有効期間

当該車両が緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。

(5)標章の掲示等

標章は当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付け

るものとする。

(5)標章の返納

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。

２ 事前届出をしていない緊急通行車両の場合

(1)確認申請の方法

確認申請は、警察署交通課に備え付けてある緊急通行車両確認申請書に必要事項を記入の上、

当該車両が指定行政機関等の災害応急対策に使用するものであることの説明資料を添え、次の場

所に提出する。

ア 警察本部

イ 各警察署

(2)確認の方法

公安委員会は、申請書及び添付書類に基づき当該車両が緊急通行車両であるかを審査し、緊急

通行車両にあたることを確認した場合には、所定の標章及び確認証明書を車両１台につき１通交

付する。

(3)確認証明書及び標章の有効期間

当該車両の緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。

(4)標章の掲示等

標章は当該車両の前面の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付け

るものとする。

(5)標章の返納

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。
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通行の禁止又は制限に係る標示

○災害対策基本法施行規則第５条に基づく標示

９－３ 第 3 次緊急輸送路（救護病院、受援拠点に至る道路）

路 線 名 区 間

町道上野大御神線～町道原向中日向線～県道沼津

小山線～町道３８８３号線～県道足柄停車場富士

公園線～県道御殿場大井線～町道 2416 号～町道

2415 号

足柄 SIC【東名高速道】～（仮称）小山

SIC【新東名高速道】

町道富士学校線 国道 138 号～自衛隊富士病院

県道足柄停車場富士公園線～県道須走小山線 国道 138 号～須走東災害対策センター
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10 災害協定等

10－１ 協定締結状況（自治体等）

種別等

協定名

協定締結

年月日
目 的 等

協定締結

市町村
備 考

静岡県消防相互応援

協 定
S62.4.1 消防の相互応援

県内市町村、消防事

務組合

静岡県消防相互応援
協 定 覚 書

S62.4.1
消防の相互応援実施に関する必要
な事項

県内市町村、消防事
務組合

金太郎防災友好都市

協 定
H9.3.21

大規模な災害発生時にそれぞれ異

なる市町の特色を活かして協力

神奈川県

南足柄市

災害時における相互

援 助 に 関 す る 協 定
H9.4.2

災害時における応急対策及び復旧

対策に関し、総力をあげて相互に援

助協力

神奈川県

山北町

水道災害相互応援に

関 す る 協 定
H12.10.2

水道災害時における応援対策及び

復旧対策についての相互応援

沼津市、御殿場市三

島市、裾野市、長泉

町

災害時等の相互応援

に 関 す る 協 定
H17.4.1

市町の地域に係る災害発生時に独

自で十分な応急措置が出来ない場

合に応援

沼津・熱海・三島・

伊東・御殿場・下田・

裾野・伊豆・伊豆の

国各市、東伊豆・河

津・南伊豆・松崎・

西伊豆・函南・清水・

長泉各町

9 市 9 町

環富士山地域におけ

る災害時の相互支援

に 関 す る 協 定

H18.5.10

環富士山火山防災連絡会を構成す

る市町村内に富士山火山災害、地震

災害、風水害その他の災害発生時に

迅速な応援

山梨県：

富士吉田市、

西桂・身延・富士河

口湖町、

忍野・山中湖・鳴沢

村

静岡県：

沼津・三島・富士・

富士宮・御殿場・裾

野市、長泉町

山梨県

7 市町村

静岡県

8 市町

富士箱根伊豆交流圏

市町村ネットワーク

会議構成市町村災害

時相互応援に関する

協 定

H18.11.30

富士箱根伊豆交流圏市町村ネット

ワーク会議に参加する市町村にお

いて災害発生時に相互に応援協力

山梨県：

富士吉田市、

西桂・身延・富士河

口湖町、

忍野・山中湖・鳴沢・

道志村

神奈川県：

小田原・南足柄市

中井・大井・松田山

北・開成・箱根・真

鶴・湯河原町

静岡県：

沼津・三島・富士・

富士宮・御殿場・裾

野・熱海・伊東下田・

伊豆の国市、

河津・松崎・函南清

水・長泉・南伊豆町

山梨県

8 市町村

神奈川県

10 市町

静岡県

17 市町

金太郎姉妹町災害時

相 互 救 援 に 関 す る

協 定

H21.2.17
姉妹町に大規模な災害発生時に救

援及び災害復旧を支援

岡山県

勝央町

富士山ネットワーク

会議大規模災害時の

相 互 援 助

H21.5.11
地震の発生後の相互援助やその他

の大規模災害時の協力

富士・富士宮・

裾野・御殿場市
4 市 1 町
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10－２ 協定締結状況（地方行政機関・警察等）

緊急消防援助隊施設

利 用 に 関 す る 覚 書
H24.4.1

静岡県緊急消防援助隊が出動する

場合の施設提供の協力
静岡県

災害時における相互

応 援 協 定
H24.9.21

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

京都府

福知山市

災害時における相互

応 援 協 定
H25.5.16

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

茨城県

北茨城市

災害時における相互

応 援 協 定
H27.4.27

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

兵庫県

三木市

災害時における相互

応 援 協 定
H28.１ .17

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

長崎県

島原市

環富士山地域におけ
る災害時の相互支援
に 関 す る 協 定

H28.5.23

環富士山火山防災連絡会を構成す
る市町村内に富士山火山災害、地震
災害、風水害その他の災害発生時に

迅速な応援
（都留市の加入に伴う規約の改正
による締結）

山梨県：
富士吉田市、都留市
西桂・身延・富士河
口湖町、忍野・山中
湖・鳴沢村
静岡県：
沼津・三島・富士・
富士宮・御殿場・裾
野市、長泉町

山梨県

８市町村

静岡県

8 市町

静岡県消防相互応援
協 定

H29.3.10
消防の相互応援
（協定の改正）

県内 35 市町、６消
防事務組合

静岡県消防相互応援
協 定 覚 書

H29.3.10
消防の相互応援実施に関する必要
な事項
（協定改正に伴う改正）

県内 35 市町、６消
防事務組合

災害時における相互

応 援 協 定
H29.6.26

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

山形県

上山市

災害時における相互

応 援 協 定
H30.3.12

相互の市町に大規模な災害発生し

た場合に応急対策及び復旧対策に

かかる相互支援

山梨県

忍野村

種別等

協定名
協定締結

年月日
目 的 等 協定締結先 備 考

小山高等学校敷地等を

避難所として使用する

覚 書

R2.７ .３０

災害時に避難地として校庭等の屋外

施設、避難所として体育館等の屋内施

設の提供

静岡県立

小山高等学校

H21.2.2

3 協定内

容を修正

災害時の施設使用に関

す る 協 定
H27.5.27

大規模災害時において御殿場警察署

庁舎が被災した場合に小山町の施設

を代替施設として使用

静岡県

御殿場警察署

富士砂防事務所・小山町

の情報の伝達・交換等に

関 す る 協 定

H30.6.2１

相互にデータを情報交換することに

より、災害防止への適正な対応を促進

し、被害等の予防、迅速な避難等に役

立て町民生活の安全確保に資する。

国土交通省

中部地方整備局

富士砂防事務所
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10－３ 協定締結状況（公共機関及び民間等）

種別等

協定名
協定締結

年月日
目 的 等 協定締結先 備 考

ア マチ ュ ア 無 線 に よ る

災害情報の提供(連絡 )に

関 す る 協 定

H8.4.22

大規模な災害発生時にアマチュア無

線局が非常通信等を使用して情報を

提供

小山町

ｱﾏﾁｭｱ無線クラブ

道 路破 損 等 に つ い て の

情 報提 供 に 関 す る 覚 書

H10.11.2

(H29.12.1

8)

郵便局員が外務作業途上で道路の損

傷等を発見した場合に小山町に通報

（廃止に関する覚書）

駿河小山郵便局

須走郵便局

災 害 支 援 協 力 に

関 す る 覚 書

H10.11.2

(H29.12.1

8)

災害発生時に特別郵政事業、避難場

所、物資集積場所等の支援協力

（廃止に関する覚書）

駿河小山郵便局

災 害 時 の 医 療 活 動 に

関 す る 協 定
H10.11.2

災害発生時における医療従事者(医

師・看護師・薬剤師)の派遣について

協力

(社 )御殿場市医師

会駿東歯科医師会

北駿薬剤師会

各会と

覚書

水道災害相互応援に関す

る 協 定
H12.10.2

水道災害時における応援対策及び復

旧対策についての相互応援

沼津市、御殿場市

三島市、裾野市、

長泉町

災 害 時 に お け る

応 急 対 策 業 務 に

関 す る 協 定

H16.11.5

災害発生時に公共土木施設の被害状

況の把握及び災害応急復旧工事等の

応急対策業務に協力

小山町建設業協会

災 害 救 助 に 必 要 な

物 資 の 調 達 に

関 す る 協 定

H17.9.1

災害発生時に物資の調達の必要があ

るときに主食、副食、調味料等を調

達可能な範囲で物資の供給を協力

御殿場農業

協同組合

災害時の災害派遣車両等

の 用 地 使 用

に 関 す る 覚 書

H19.2.1

災害時に電力の復旧に必要な設備・

資機材置場、復旧車両の駐車等の用

地の提供

東京電力㈱

三島支社

災害時に知的障害者等の

避難施設として社会福祉

施設等を使用することに

関 す る 協 定

H19.8.1
災害時に被災した知的障害者等の福

祉避難所としての施設使用の協力

社会福祉法人

ミルトス会

災 害 時 に お け る

救 援 物 資 提 供 に

関 す る 協 定

H19.11.2
災害時に地域貢献型自動販売機内の

無償提供及び物資の提供による協力

ｺｶ・ｺｰﾗ

ｾﾝﾄﾗﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ

株式会社

災害時における家屋被害

認 定調 査 に 関 す る 協 定
H21.4.1

災害時における家屋被害認定調査に

関する協力

沼津市、熱海市、

三島市、伊東市、

御殿場市、裾野市、

伊豆市、伊豆の国

市、函南町、清水

町、長泉町、静岡

県土地家屋調査士

会

災害時のおける災害対策

セ ン タ ー 使 用 に

関 す る 協 定

H22.3.29
災害発生時に災害対策センターを緊

急避難場所として提供

社団法人

須走彰徳山林会

災害時における救援物資

提 供 に

関 す る 協 定

H22.11.10
災害時における物資の無償提供によ

る協力

ﾀﾞｲﾄﾞｰﾄﾞﾘﾝｺ

株式会社

災害時における地質調査

等 業 務 委 託 に

関 す る 協 定

H23.11.21
災害時における災害応急復旧に必要

な地質調査等を協力

静岡県

地質調査業協会

災害時における測量設計

等 業 務 委 託 に

関 す る 協 定

H23.11.25

災害時における災害応急復旧に必要

な測量、設計、用地測量、用地調査

業務等を協力

静岡県

測量設計業協会
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災 害 時 に お け る

非 常 災 害 放 送 に

関 す る 協 定

H23.12.13

災害時に非常災害放送を通じて人命

の救助、災害の救援、交通通信の確

保に協力

静岡エフエム

放送株式会社

福 祉 避 難 所 の 指 定 に

関 す る 協 定
H24.3.30

被災した災害時要援護者のための福

祉避難所としての施設等の提供

社会福祉法人

寿康会

災 害時 に お け る 救 援 物

資 ・ 避 難 所 施 設 の

提 供 に 関 す る 協 定

H25.1.17
小山町の災害発生時に救援物資及び

避難施設の提供の協力

丸善食品工業

株式会社

災 害 時 支 援 協 定 に

関 す る 協 定
H25.4.8

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供するなどの支援協力

富士スピード

ウェイ株式会社

災 害時 に お け る 救 援 物

資 ・ 避 難 施 設 の

提 供 に 関 す る 協 定

H25.6.3
小山町の災害発生時に救援物資及び

避難施設の提供の協力

株式会社

リンガーハット

災害時における資機材の

レ ン タ ル 供 給 に

関 す る 協 定

H26.2.7
小山町の災害発生時における必要資

機材の調達・提供に関する協定

一般社団

日本建設機械

レンタル協会

静岡県支部

災 害時 に お け る 救 援 物

資 ・ 避 難 施 設 の

提 供 に 関 す る 協 定

H26.４ .28
小山町の災害発生時に救援物資及び

避難施設の提供の協力

株式会社

時之栖

災害の発生時における輸

送 業 務 等 の

協 力 に 関 す る 協 定

R３ .１ .2５
小山町の災害発生時に緊急物資の緊

急・救援輸送等の協力

静岡県

トラック協会

H26.7.

22 協定

内容を

修正

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H26.9.29

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

東日本開発

株式会社

東富士

富士

国際

災害時における宿泊施設

等 の提 供 に 関 す る 協 定
H27.3.20

小山町の災害発生時に宿泊施設や避

難用輸送手段等の提供の支援協力
須走旅館組合

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H27.7.14

小山町の災害発生時に施設を被災住

民や観光客など一時滞留者収容等の

支援協力

シモンズ株式

会社

災害に係る情報発信等に

関 す る 協 定
Ｈ27.8.3

ヤフー株式会社との災害に係る情報

発信等に関する協定
ヤフー株式会社

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H27.9.1

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

ゴルフサービス
ｷﾞｬﾂﾋﾞｲ

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H27.9.1

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

日本中央開発

株式会社

籠坂

富士

高原

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H27.9.1８

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

富士小山ゴルフ

クラブ

富士

小山

大規模災害時における被

災 者支 援 に 関 す る 協 定
H27.9.29

小山町の災害発生時に行政書士の派

遣により被災住民支援協力

静岡県

行政書士会
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災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H27.11.11

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

足柄森林都市

株式会社

足柄

森林

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定

H27.1

２ .22

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

宗屋

富士ﾍﾙｽ

ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ

災害時に必要な資機材の

調 達 に 関 す る 協 定
H28.2.3

小山町の災害発生または恐れのある

場合に株式会社ナガワの保有する資

機材を借用

株式会社

ナガワ

災害時における地図製品

等の供給等に関する協定
H28. 3. 1

小山町の災害発生または恐れのある

場合に災害予防、応急対策の資料と

して地図製品等の供給及び利用

株式会社

ゼンリン

災 害時 に お け る 救 援 物

資 ・ 避 難 施 設 の

提 供 に 関 す る 協 定

H28.7.14

小山町の災害発生またはその恐れの

ある場合に救援物資、避難施設の提

供

信濃高原食品

株式会社

福 祉 避 難 所 の 指 定 に

関 す る 協 定
H28．7.26

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に災害時要援護者のため

の福祉避難所としての施設の提供

医療法人社団

静寿会

地 域貢 献 型 電 柱 看 板 に

関 す る 協 定
H28. 9.2

小山町内に看板を掲出することによ

り、町民等に対し、地域に必要な公

共的な情報を発信

東電ﾀｳﾝﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

㈱

東海広業㈱

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H28.11.21

小山町の災害が発生またはその恐れ

がある場合に、物資、集積場所、輸

送手段の提供

大万紙業株式

会社

災 害 時 物 資 供 給 に

関 す る 協 定
H28.12.13

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に、物資を供給

NPO 法人コメリ

災害対策

センター

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H29. 1.20

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

富士平原

富士

平原

災 害 時 物 資 供 給 に

関 す る 協 定
H29. 2.27

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に、物資を供給
株式会社

ディーエイチシー

災 害 時 物 資 供 給 に

関 す る 協 定
H29. 2.15

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に、物資を供給

アイリスオーヤマ

株式会社

災 害時 に お け る 協 力 に

関 す る 協 定
H29.12.18

災害時における広報、道路損傷の通

報、郵便業務、貯金及び保険業務等

に関し相互に協力

日本郵便株式会社

小山町内郵便局

御殿場郵便局



資料編

資料－67

災害時における遺体措置

の 協 力 に 関 す る 協 定
H30.1.29

災害時における遺体措置（遺体の収

容、安置、搬送）に必要な資機材、

消耗品、設備、役務の提供に関する

協力

有限会社

小山葬祭センター

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H30.7.23

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

日立ﾊｲﾃｸｻｲｴﾝｽ

小山事業所

平 時 の 防 災 対 策 及 び

災 害時 の 被 災 者 支 援 に

関 す る 協 定

H30．9.14

被災者への情報提供支援活動、被災

者法律相談及び生活再建支援活動等

の被災者支援活動の事前準備及び取

扱等

静岡県弁護士会

災 害時 の 災 害 情 報 等 の

放 送協 力 に 関 す る 協 定
H30.11.15

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に町民に必要な災害情報

等の放送に関する協力

小山町テレビ

共聴組合

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
H30.12.14

小山町の災害発生時に施設を避難所

等として提供の支援協力

株式会社

アコーディア

ＡＨ４２

富士の

杜

ゴルフ

クラブ

災害時の司法書士業務に

関 す る 協 定
H31. 1.22

災害時の司法書士相談業務に関する

協力

静岡県

司法書士会

災害時等における小山町

と (一社）静岡県助産師会
との協力に関する協定

H31. 3.15
災害時等において母子の安全確保や

支援に関する協力

(一社）静岡県
助産師会

災害時における宿泊施設

等の提供に関する協定
H31. 3.27

災害時における宿泊施設等の提供に

関する協力
株式会社 和栄

ﾎﾃﾙｼﾞｬｽ

ﾄﾜﾝ富士

小山

災 害 時 等 に お け る 緊 急

放 送 に 関 す る 協 定
R1.10. 3

災害時等において避難情報などの緊

急放送に関する協力

株式会社エフエム

御殿場

災 害 時 支 援 協 力 に

関 す る 協 定
R1.12.12

災害時において物資の荷捌き及び配

送に関する協力

ヤマト運輸

株式会社

東静岡主管支店

災 害 時 に お け る 学 習

活 動 支 援 に 関 す る 協 定
R1.12.24

災害時において調達可能な物資の供

給等に関する協力

静岡県駿沼学校

生活協同組合

福 祉 避 難 所 の

指 定 に 関 す る 協 定
R1．2. 7

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に災害時要援護者のため

の福祉避難所としての施設の提供

社会医療法人

青虎会

災 害 時 の 優 先 的 な 燃 料

供 給 に 関 す る 協 定
R2.11.13

小山町に災害が発生またはその恐れ

がある場合に優先的な燃料供給に関

する協力

有限会社勝又石油
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災 害 時 に お け る 停 電

復 旧 の 連 携 等 に

関 す る 基 本 協 定

R３.８ .27
災害時において停電復旧のための

相互協力

東京電力

パワーグリッド

株式会社

災害時における小型無人

航 空 機 に よ る 協 力 に

関 す る 協 定

R３.８ .30

災害時において、小型無人航空機に

よる情報収集に関する協力
有限会社

駿河調査設計

災 害 時 に お け る 協 力 に

関 す る 協 定 書
R4.４ .８

災害の発生により多数の死者及び被

災者が発生する場合の支援協力に関

する協定

一般社団法人

全日本冠婚葬祭

互助協会

災害時等における緊急・

救援輸送業務等の協力に

関 す る 協 定

R4.5.23
災害時等において緊急・救援輸送業

務等の協力に関する協定

東富士観光自動車

株式会社

福 祉 避 難 所 の 指 定 に

関 す る 協 定 締 結
R4.11.14

災害時において福祉避難所としての

支援について協力を得るための協定

社会福祉法人

婦人の園

福 祉 施

設 イ ン

マ ヌ エ

ル


